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第１編   総  則 

 

はじめに  （略） 

 

第１章  市の責務、計画の位置づけ、構成等 

  

１～３ （略） 

 

 ４ 市地域防災計画等との関連 

 

 (1)  市地域防災計画との関連 

この計画は、国民保護法に基づき、武力攻撃事態等及び緊急対処事態への対処などについて定める

ものであるのに対し、「千葉市地域防災計画」（以下「市地域防災計画」という。）は、災害対策

基本法（昭和36年法律第223号）に基づいて、台風や地震などの自然災害又は大規模事故などに対

処するもので、別の法体系によるものである。 

しかし、災害の発生原因は異なるものの、その災害の態様及びこれらへの対処には類似性がある

と考えられる。この計画では、武力攻撃事態等及び緊急対処事態における特有の事項について定め

ており、この計画に定めのない事項については市地域防災計画等の定めの例により対応する。 

なお、国による事態認定が行われる前の初動段階では、原因不明の緊急事態に対し、その態様に

応じ、大規模事故であるとの判断により市地域防災計画に基づく対処がなされる場合も想定される。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 (2) 県石油コンビナート等防災計画との関連 

 

５  （略） 

 

第２章  国民保護措置等に関する基本方針 

 

    (1)～(5)  （略） 

 

 (6) 災害時要援護者等への配慮及び国際人道法の的確な実施 【法第９条、第183条】 

市は、国民保護措置等の実施に当たっては、災害に対し自分の身体・生命を守るための対応力が不

十分な高齢者、障害者、乳幼児、病弱者、日本語を解さない外国人など（以下「災害時要援護者」と

いう。）及びその他特に配慮を要する者の保護などについて留意する。 

また、市は、国民保護措置を実施するに当たっては、国際的な武力紛争において適用される国際人

道法の的確な実施を確保する。 

   

(7)～(9)  （略） 

 

第３章  （略） 
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第１編   総  則 

 

はじめに  （略） 

 

第１章  市の責務、計画の位置づけ、構成等 

  

１～３ （略） 

 

 ４ 市地域防災計画等との関連 

 

 (1) 市地域防災計画との関連 

市国民保護計画は、国民保護法に基づき、武力攻撃事態等及び緊急対処事態への対処などについ

て定めるものであるのに対し、「千葉市地域防災計画」（以下「市地域防災計画」という。）は、

災害対策基本法（昭和36年法律第223号）に基づいて、台風や地震などの自然災害又は大規模事故

などに対処するもので、別の法体系によるものである。 

しかし、災害の発生原因は異なるものの、その災害の態様及びこれらへの対処には類似性がある

と考えられる。この計画では、武力攻撃事態等及び緊急対処事態における特有の事項について定め

ており、この計画に定めのない事項については市地域防災計画等の定めの例により対応する。 

なお、国による事態認定が行われる前の初動段階では、原因不明の緊急事態に対し、その態様に

応じ、大規模事故であるとの判断により市地域防災計画に基づく対処がなされる場合も想定される。 

 

(2) 市災害時要援護者支援計画との関連 

災害に対し自分の身体・生命を守るための対応力が不十分な高齢者、障害者、乳幼児、病弱者、日

本語を解さない外国人など（以下「災害時要援護者」という。）及びその他特に配慮を要する者の保

護などについては、災害時要援護者支援策を重点的に具体化した「千葉市災害時要援護者支援計画」

（以下「市災害時要援護者支援計画」という。）により体制を整備していく。 

 

(3) 県石油コンビナート等防災計画との関連 

 

 ５  （略） 

 

第２章  国民保護措置等に関する基本方針 

 

    (1)～(5)  （略） 

 

(6) 災害時要援護者等への配慮及び国際人道法の的確な実施 【法第９条、第183条】 

市は、国民保護措置等の実施に当たっては、災害時要援護者及びその他特に配慮を要する者の保護

などについて留意する。 

また、市は、国民保護措置を実施するに当たっては、国際的な武力紛争において適用される国際人

道法の的確な実施を確保する。 

 

 

(7)～(9)  （略） 

 

第３章  （略） 

 

旧 新 
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第４章  市の地理的・社会的特徴 

  

１ 地理的特徴 

 

  (1) 位置及び面積 

市は、首都東京（都心）の 40km 圏にあり、東京湾奥の東部に位置し西は東京湾に面し、東南北は

９市町と隣接している。 

 市の面積は272.08km2であり、県面積の約20分の１を占める。なお、海岸線延長は約42kmである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  （略） 
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第４章  市の地理的・社会的特徴 

 

 １ 地理的特徴 

 

  (1) 位置及び面積 

市は、首都東京（都心）の 40km 圏にあり、東京湾奥の東部に位置し西は東京湾に面し、東南北は

９市町と隣接している。 

 市の面積は272.08km2であり、県面積の約20分の１を占める。なお、海岸線延長は約42kmである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧 新 

千葉市の位置等 

位置 

東 端 緑区小食土町 東 経 140°18’ 

西 端 美浜区豊砂 東 経 140°01’ 

南 端 緑区小山町 北 緯  35°29’ 

北 端 花見川区横戸町 北 緯  35°43’ 

面 積 272.08km2 公有水面埋立 33.88 km2 

ひろがり 
東西 25.6km  

南北 24.5km  

隣接市町 

東 八街市、東金市、大網白里町 

南 市原市、茂原市 

北 習志野市、八千代市、佐倉市、四街道市 

 

千葉市の位置等 

位置 

東 端 緑区小食土町 東 経 140°18’ 北 緯 35°31’ 

西 端 美浜区豊砂 東 経 140°01’ 北 緯 35°39’ 

南 端 緑区小山町 東 経 140°16’ 北 緯 35°29’ 

北 端 花見川区横戸町 東 経 140°07’ 北 緯 35°43’ 

面 積 272.08km2 公有水面埋立 33.88 km2 

ひろがり 
東西 25.6km  

南北 24.5km  

隣接市町 

東 八街市、東金市、大網白里町 

南 市原市、茂原市 

北 習志野市、八千代市、佐倉市、四街道市 
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(3) 気 象 

    市の気候は温暖で、平成17年の年間平均気温は15.8℃で、年間降水量は1,314.5mmとなっている。

また台風、高潮等の災害もまれで、比較的恵まれた自然環境にある。 

 

市の気候 
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資 料  気象庁千葉測候所 
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(3) 気 象 

    市の気候は温暖で、平成 21年の年間平均気温は 16.3℃で、年間降水量は 1636.5mmとなっている。

また台風、高潮等の災害もまれで、比較的恵まれた自然環境にある。 

 

市の気候 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参 考  気象庁ホームページ 

旧 新 

平均気温と降水量

16.5

14.5

15.0

気温℃

17.0

H.9 H.11 H.13

2,000

1,500

1,000

500

15.5

16.0

降水量㎜

2,500

平均気温（℃）降水量（㎜）

H.17 H.19 H.21H.7 H.15

0 14.0

降水量㎜

降水量（㎜） 平均気温（℃）

1月

150.0 15.0

100.0 10.0

50.0 5.0

2月 3月 4月 11月 12月10月

0.0 0.0

H21の月別平均気温と降水量
300.0 30.0

250.0 25.0

200.0 20.0

気温℃

5月 6月 7月 8月 9月



千葉市国民保護計画 新旧対照表 

４ 

  

頁  頁  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11 

 

 

 

 

 

 

また、風向は次ページのようになっており、春夏は北東、南西方向からの風が多く、秋は北北東、

冬は北北西の風が多くなっている。 
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千葉地方気象台の風向出現率 

データは気象庁アメダスによるＨ13.2～H18.1の５か年の月別旬別最多風向による。 

 
２ 社会的特徴 

 

  (1) 人口分布等 

   ① 人口・世帯数 

東京都心から40km圏にある立地条件や交通機関の整備、大規模団地の造成などによる宅地化の進

展により千葉市の人口は、昭和30年代から50年代前半にかけて急激に増加した。 

近年人口の伸びは緩やかになっているものの、平成 18年３月 31日現在の人口は 924,063人で、

世帯数は389,722世帯である。 

平均世帯人員は、平成元年以降３人を割り続けており、核家族化の傾向が年々顕著になっている。 
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また、風向は次ページのようになっており、春夏は北東、南西方向からの風が多く、秋は北 

北東、冬は北北西の風が多くなっている。 
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千葉地方気象台の風向出現率 

データは気象庁アメダスによるＨ17.3～H22.2の５か年の月別旬別最多風向による。 

 

２ 社会的特徴 

 

(1) 人口分布等 

   ① 人口・世帯数 

東京都心から 40km圏にある立地条件や交通機関の整備、大規模団地の造成などによる宅地化の進

展により千葉市の人口は、昭和30年代から50年代前半にかけて急激に増加した。 

近年人口の伸びは緩やかになっているものの、平成22年３月31日現在の人口は955,022人で、世

帯数は416,834世帯である。 

平均世帯人員は、平成元年以降３人を割り続けており、核家族化の傾向が年々顕著になっている。 

旧 新 
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行政区別に見ると、市街地中心部である中央区と、東京に近い花見川区の人口が大きいが、今後

は、大規模住宅開発の見込まれる緑区及び美浜区の人口の増加が大きいと予測される。 

平成18年３月31日現在では中央区（183,913人）と花見川区(180,906人)がほぼ同数であり、つ

いで若葉区(149,433人)、稲毛区(149,026人)の順となっている。 

 

② 年齢構成 

年齢別に見ると、全体において 15歳未満が総人口に占める割合は 14.0%、生産年齢人口である

15～64歳の人口は69.5％、65歳以上の人口は16.5%（平成18年３月31日現在）となっている。

65歳以上の全国平均は20.0%(平成17年)であり、全国平均に比べ若い人口構成となっている。し

かし、今後出生率の低下等により高齢化が進むものと見込まれる。 

 

区別年齢別人口構成 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%
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緑　区

若葉区
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乳児 幼児 児童･生徒 生産 高齢者

 

 

 

年齢階級別人口   (住民基本台帳＋外国人登録)単位：人 

年齢 
0～2 
乳児 

3～6 
幼児 

7～14 
児童･生徒 

15～64 
生産 

65～ 
高齢者 

計 

中央区 4,991 6,648 11,849 127,127 33,298 183,913 

花見川区 4,831 6,632 13,256 125,746 30,441 180,906 

稲毛区 3,715 5,397 10,345 104,714 24,855 149,026 

若葉区 3,756 5,366 10,756 100,367 29,188 149,433 

緑 区 3,475 5,350 11,344 78,342 15,128 113,639 

美浜区 4,414 6,361 11,221 105,791 19,359 147,146 

計 25,182 35,754 68,771 642,087 152,269 924,063 

平成18年３月31日現在 
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行政区別に見ると、市街地中心部である中央区と、東京に近い花見川区の人口が大きいが、今後は、

大規模住宅開発の見込まれる緑区及び美浜区の人口の増加が大きいと予測される。 

平成22年３月31日現在では市域の中央に位置する中央区（196,536人）が最も人口が多く、つい

で花見川区(180,225人)、稲毛区(156,225人)、若葉区(151,111人)の順となっている。 

 

② 年齢構成 

年齢別に見ると、全体において 15 歳未満が総人口に占める割合は 13.9%、生産年齢人口である

15～64歳の人口は66.4％、65歳以上の人口は19.8%（平成22年３月31日現在）となっている。

65歳以上の全国平均は22.1%(平成20年)であり、全国平均に比べ若い人口構成となっているが、

今後出生率の低下等により高齢化が進むものと見込まれる。 

 

区別年齢別人口構成 

　高齢者　生産児童・生徒 幼児 乳児

40%

中央区　

花見川区　

稲毛区　

若葉区　

緑区　

美浜区　

0% 10% 20% 30% 100%50% 60% 70% 80% 90%

 

 

 

年齢階級別人口   (住民基本台帳＋外国人登録)単位：人 

 

年齢 
0～2 
乳児 

3～6 
幼児 

7～14 
児童･生徒 

15～64 
生産 

65～ 
高齢者 

計 

中央区 5,438 6,725 13,034 132,600 38,739 196,536 

花見川区 4,252 5,989 13,246 119,163 37,575 180,225 

稲毛区 4,233 5,732 11,129 104,557 30,574 156,225 

若葉区 3,544 4,887 10,881 95,666 36,133 151,111 

緑 区 3,608 5,345 11,540 81,202 19,381 121,076 

美浜区 4,211 5,882 12,629 100,732 26,395 149,849 

計 25,286 34,560 72,459 633,920 188,797 955,022 

平成22年3月31日現在 

旧 新 
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③ 人口密度 

 

人口密度   (住民基本台帳＋外国人登録) 

 
面積 
ha 

人口 
人 

人口密度 
人/ha 

中央区 4,481 183,913 41.0 

花見川区 3,424 180,906 52.8 

稲毛区 2,125 149,026 70.1 

若葉区 8,421 149,433 17.7 

緑 区 6,641 113,639 17.1 

美浜区 2,116 147,146 69.5 

計 27,208 924,063 34.0 

平成18年３月31日現在 

 

 

千葉市

若葉区

緑区

中央区

美浜区

花見川区

稲毛区

習志野市

八千代市

四街道市
佐倉市

八街市

東金市

大網白里町

茂原市

市原市

佐倉市

東京湾

人口密度

　０～２０人 /ha

２０～５０人 /ha

５０～６０人 /ha

６０～７０人 /ha
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③ 人口密度 

 

人口密度   (住民基本台帳＋外国人登録) 

 

 
面積 

（k㎡） 
人口 
（人） 

人口密度 
（人/k㎡） 

中央区 44.81 196,536 4,386 

花見川区 34.24 180,225 5,264 

稲毛区 21.25 156,225 7,352 

若葉区 84.21 151,111 1,794 

緑 区 66.41 121,076 1,823 

美浜区 21.16 149,849 7,082 

計 272.08 955,022 3,510 

平成22年3月31日現在 

 

千葉市

若葉区

緑区

中央区

美浜区

花見川区

稲毛区

習志野市

八千代市

四街道市
佐倉市

八街市

東金市

大網白里町

茂原市

市原市

佐倉市

東京湾

人口密度

　０～２０人 /ha

２０～５０人 /ha

５０～６０人 /ha

６０～７０人 /ha

 

 

 

旧 新 

人口密度 

5,001～6,000人/k㎡ 

2,001～5,000人/k㎡ 

6,001人/k㎡～ 

～2,000人/k㎡ 
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④ 昼間人口 

平成 12 年 10 月 1 日国勢調査時の常住人口 887,164 人から年齢不詳の人口を除いた夜間人口

883,008人より、日々通勤・通学している定常的な移動人口である流出・流入人口を加減して算

出した昼間人口は858,702人で、前回国勢調査時（平成７年）に比べ28,363人、3.4％増加して

いる。 

※昼間人口算出には、旅行、買い物、娯楽などのための非日常的な移動は含まない。 

また、幼稚園、保育所に定常的に通っている幼児についても移動人口としてとらえていない。 

ア 流出人口 

千葉市民で千葉市外を従業・通学地とする流出人口は平成12年国勢調査時201,875人で、前

回に比べ13,481人、6.3％減尐している。 

イ 流入人口 

千葉市を従業・通学地として市外から流入する人口は平成12年国勢調査時177,569人で、前

回に比べ11,533人、6.1％減尐している。 

ウ 昼夜間人口比率 

平成12年国勢調査で昼間人口を見ると次表のとおりであり、市全体では夜間人口が昼間人口

を上回っている。行政区別では、中央区が144％、美浜区が107％と昼間人口が夜間人口を上回

っているが、他の４区は逆に、夜間人口が昼間人口を上回っている。 

 

 

昼夜間人口比率 

区分 夜間人口：人(A) 昼間人口：人(B) 
昼夜間人口比率 
(B/A)×100 

中央区 170,481 245,371 143.9 

花見川区 179,529 131,443 73.2 

稲毛区 147,475 135,926 92.2 

若葉区 149,276 123,238 82.6 

緑 区 101,721 79,268 77.9 

美浜区 134,526 143,456 106.6 

計 883,008 858,702 97.2 

国勢調査（平成12年 総務省統計局） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

14 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④ 昼間人口 

平成 17 年 10 月 1 日国勢調査時の常住人口 924,319 人から年齢不詳の人口を除いた夜間人口

919,550 人より、日々通勤・通学している定常的な移動人口である流出・流入人口を加減して算

出した昼間人口は 894,027人で、前回国勢調査時（平成 12年）に比べ 35,325人、4.1％増加し

ている。 

※昼間人口算出には、旅行、買い物、娯楽などのための非日常的な移動は含まない。 

また、幼稚園、保育所に定常的に通っている幼児についても移動人口としてとらえていない。 

ア 流出人口 

千葉市民で千葉市外を従業・通学地とする流出人口は平成 17年国勢調査時 200,816人で、前

回に比べ1,059人、0.5％減尐している。 

イ 流入人口 

千葉市を従業・通学地として市外から流入する人口は平成 17年国勢調査時 175,293人で、前

回に比べ2,276人、1.3％減尐している。 

ウ 昼夜間人口比率 

平成 17年国勢調査で昼間人口を見ると次表のとおりであり、市全体では夜間人口が昼間人口

を上回っている。行政区別では、中央区が 137.7％、美浜区が 109.4％と昼間人口が夜間人口を

上回っているが、他の４区は逆に、夜間人口が昼間人口を上回っている。 

 

 

昼夜間人口比率 

 

区分 夜間人口：人(A) 昼間人口：人(B) 
昼夜間人口比率 
(B/A)×100 

中央区 180,833 249,071 137.7 

花見川区 181,545 137,007 75.5 

稲毛区 149,674 135,590 90.6 

若葉区 149,269 125,740 84.2 

緑 区 112,722 87,495 77.6 

美浜区 145,507 159,124 109.4 

計 919,550 894,027 97.2 

国勢調査（平成17年 総務省統計局） 

 

 

旧 新 
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夜間人口883,008人             昼間人口858,702人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流出人口割合内訳201,875人          流入人口割合内訳177,569人 

 

 

 

 

 

 (2) 都市構造等 

①～②  （略） 

③ 建物分布等 

本市の建物の棟数（平成 17年１月１日現在）は、212,778棟で、このうち木造家屋は、全体の

75.0％にあたる159,516棟（千葉市統計書平成17年度版）であり、美浜区を除く全ての区で木造

家屋の比率は75％を超えている。 

また、百貨店、映画館、ホテル、病院など、不特定多数の人々が出入りする施設で、消防法で

定める特定防火対象物となっているものは、4,191（平成 18 年４月１日）あり、特に中央区に集

中している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

16 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

夜間人口919,550人         昼間人口894,027人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

流出人口割合内訳                   流入人口割合内訳 

199,207人（15歳以上）          174,138人（15歳以上） 

 

 

 (2) 都市構造等 

①～②  （略） 

③ 建物分布等 

本市の建物の棟数（平成 21 年１月１日現在）は、220,169 棟で、このうち木造家屋は、全体の

74.8％にあたる164,601棟（千葉市統計書平成21年度版）であり、美浜区を除く全ての区で木造

家屋の比率は７割を超えている。 

また、百貨店、映画館、ホテル、病院など、不特定多数の人々が出入りする施設で、消防法で

定める特定防火対象物となっているものは、5,100（平成22年３月31日）あり、特に中央区に集

中している。 

 

 

 

 

 

 

 

旧 新 

その他
37.2%

市原市
13.0%

茂原市
3.5%

八街市
3.6%

八千代市
4.3%

市川市
3.7%

佐倉市
5.2%

習志野市
5.2%

船橋市
9.4%

東京都特別区部
7.5%

四街道市
7.3%

3.7%

市外で従業、通学

（流出人口）

21.9%

市内で従業、

通学、生活

77.1%

市外に常住

（流入人口）

19.6%

市内に常住

80.4%

その他

25.6%

市川市

3.7%

市原市

5.1%

習志野市

5.2%

東京都特別区部

7.0.%

その他

37.4%

八街市

3.5%

市川市

3.5%
茂原市

3.6%
八千代市

4.2%

佐倉市

5.3%

習志野市

5.3%

四街道市

7.2%

船橋市

9.1%

市原市

13.9%

船橋市

8.5%

東京都特別区部

51.9%
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    ④ ライフライン施設 

 

項目 指標値 単位 時点・期間 

電灯消費量 1,454,535 
1000kWh 平成16年 

電力消費量 2,871,232 

都市ガス消費量（家庭用） 101,408 1000m3 平成16年 

上水道給水人口 880,458 
人 平成16年度 

上水道給水区域人口 916,937 

上水道年間給水量 94,791 1000m3 平成16年度 

下水道処理区域人口 862,962 人 

平成16年度末 下水道処理区域面積 112.3 km2 

下水道普及率 94.1 ％ 

加入電話数 372,776 台 平成16年度末 

千葉市統計課 

 

(3) 交通 

①  （略） 

② 鉄 道 

千葉市の鉄道網は、東京湾臨海部の住宅、商業及び工業地域の大動脈となるＪＲ総武本線、内

房線及び京葉線、それとほぼ平行する京成電鉄線からなる南北軸と、市中心部から内陸部に向か

うＪＲ外房線及び総武本線、そして千葉都市モノレールの放射軸とで構成される。 

市内には、ＪＲ線18駅、京成線13駅、及び千葉都市モノレール18駅の合計49駅が設置され、

それぞれを中心として市街地が形成されている。なかでも千葉及び稲毛のＪＲ２駅は，ＪＲやバ

ス路線のターミナルとして、市内陸部や周辺市町へのアクセス拠点となっており、乗降客は１日

約10～20万人を数える。 

そのほか、乗降客が１日３万人を超える駅として、ＪＲ幕張本郷駅（約５万人）、幕張駅（約

３万人）、新検見川駅（約５万人）、西千葉駅（約５万人）、都賀駅（約４万人）、蘇我駅（約

５万人）、鎌取駅（約３万人）、海浜幕張駅（約９万人）、検見川浜駅（約３万人）、稲毛海岸

駅（約４万人）がある。 

ＪＲを除く私鉄各駅は、京成千葉線の千葉中央駅（約２万人）、京成千葉駅（約１万人）、京

成幕張本郷駅（約１万人）、千葉都市モノレールの千葉駅（約２万人）、千葉みなと駅（約 1 万

人）、都賀駅（約１万人）のほかは、いずれも１万人に満たない。 

乗降客数が増加傾向にあるのは、大規模集客施設の開設が続いた海浜幕張駅・蘇我駅、付近の

宅地造成が進む鎌取駅、マンション建設が続く千葉みなと駅などである。その他の駅については、

市の人口の増加が緩やかになるのに伴って、ほぼ横ばいとなっている。 

 

（図表略） 

 

③ 港 湾 

産業振興や地域経済の活性化に重要な役割を担っている千葉港は、東京湾の北東部に位置し、

約 130km に及ぶ海岸線延長と背後に市川市、船橋市、習志野市、千葉市、市原市、袖ケ浦市の６

市を擁する、水域面積24,800haの日本一広い港湾である。 

本港は我が国の基幹産業が立地する京葉臨海工業地帯の基盤的港湾として、昭和40年に特定重

要港湾に指定され、現在本港の主要産業が東京湾内の産業に占める割合は、石油化学製品（エチ

レン）生産能力の約 70%、石油精製能力の 45%、ガス販売量の約 40%、粗鋼生産量の約 25%と、千

16 
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18 

 

 

 

 

 

 

    ④ ライフライン施設 

 

項目 指標値 単位 時点・期間 

電灯消費量 25.96 
億kWh 平成20年 

電力消費量 78.38 

都市ガス消費量（家庭用） 109,941 千m3 平成20年 

上水道給水人口 915,826 
人 平成20年度 

上水道給水区域人口 948,402 

上水道年間給水量 95,200 千m3 平成20年度 

下水道処理区域人口 920,581 人 

平成20年度末 下水道処理区域面積 120.0 km2 

下水道普及率 97.1 ％ 

加入電話数 245,617 台 平成20年度末 

千葉市統計課 

 

 (3) 交通 

①  （略） 

② 鉄 道 

千葉市の鉄道網は、東京湾臨海部の住宅、商業及び工業地域の大動脈となるＪＲ総武本線、内

房線及び京葉線、それとほぼ平行する京成電鉄線からなる南北軸と、市中心部から内陸部に向か

うＪＲ外房線及び総武本線、そして千葉都市モノレールの放射軸とで構成される。 

市内には、ＪＲ線18駅、京成線13駅、及び千葉都市モノレール18駅の合計49駅が設置され、それ

ぞれを中心として市街地が形成されている。なかでも千葉、稲毛及び海浜幕張のＪＲ３駅は、ＪＲや

バス路線のターミナルとして、市内陸部や周辺市町へのアクセス拠点となっており、乗車人員は１

日平均約５～10万人を数える。 

そのほか、乗車人員が１日平均２万人を超える駅として、ＪＲ幕張本郷駅（約２万６千人）、新検

見川駅（約２万４千人）、西千葉駅（約２万４千人）、都賀駅（約２万人）、蘇我駅（約３万１千人）、

稲毛海岸駅（約２万３千人）がある。 

また、ＪＲを除く私鉄各駅は、京成千葉線の千葉中央駅（約１万２千人）、京成千葉駅（約７千人）、

京成幕張本郷駅（約６千４百人）、千葉都市モノレールの千葉駅（約１万１千人）、千葉みなと駅（約

６千７百人）、都賀駅（約５千６百人）のほかは、いずれも乗車人員が１日平均５千人に満たない。 

なお、宅地造成・マンション建設に伴う人口増や、大規模集客施設の開設に伴い、一部の駅の

乗車人員数は増加傾向にあるが、それ以外の駅については、市の人口の増加が緩やかになるのに

伴って、ほぼ横ばいとなっている。 

 

 

（図表略） 

 

③ 港 湾 

産業振興や地域経済の活性化に重要な役割を担っている千葉港は、東京湾の北東部に位置し、約

130kmに及ぶ海岸線延長と背後に市川市、船橋市、習志野市、千葉市、市原市、袖ケ浦市の６市を

擁する、水域面積24,800haの日本一広い港湾である。 

本港は我が国の基幹産業が立地する京葉臨海工業地帯の基盤的港湾として、昭和40年に特定重

要港湾に指定され、現在も、千葉県はもとより全国の産業経済を支える重要な位置を占めている。 

近年は、工業港としての機能に加え、平成６年より千葉港中央地区で外貿コンテナの取扱いが始

旧 新 
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葉県はもとより全国の産業経済を支える重要な位置を占めている。 

近年は、工業港としての機能に加え、平成６年より千葉港中央地区で外貿コンテナの取扱いが

始まるなど、流通港湾としての役割も大きくなっており、地域経済や市民生活はもとより、我が

国経済の発展と安定を支える国際貿易港としても重要な役割を果たしている。 

貨物取扱量は全国第２位（1億 6925万トン、平成 16年）、貿易額は全国第８位（3兆 5159億

円、同）となっている。 

また千葉港は、人工海浜６箇所（約 6.5km）や親水公園・緑地 15箇所等が整備され、海洋性レ

クリェーションの場として多くの地域住民に利用されている。 

管理機関は、千葉県千葉地域整備センター千葉港湾事務所と千葉県葛南地域整備センター葛南

港湾事務所である。 

 

千葉港の概要 

公共主要施設 対象船舶 港格 備考 

・公共けい船岸壁 

水深4.5ｍ～12ｍ 

総延長11,080ｍ（91バース） 

・物揚場等 

  総延長6,512m 

・ガントリークレーン２基 

300～30,000 

重量トン※ 

特定重要港湾※ ・重化学工業及びエネルギ

ー基地等、産業機能集積

港湾 

・貨物取扱量全国第２位の

国際貿易港 

※注  重量トン  ：ほぼ船舶が積載出来る貨物の量を示す。 

重要港湾   ：国際海上輸送網又は国内海上輸送網の拠点となる港湾その他の国の利害に 

重大な関係を有する政令で定められた港湾。 

特定重要港湾：重要港湾のうち、国際海上輸送網の拠点として特に重要な政令で定められた港湾。 

 

(4)  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

まるなど、流通港湾としての役割も大きくなっており、地域経済や市民生活はもとより、我が国経

済の発展と安定を支える国際貿易港としても重要な役割を果たしている。 

貨物取扱量は全国第２位（1億6514万トン、平成20年）、貿易額は全国第８位（6兆8521億円、

同）となっている。 

また千葉港は、人工海浜６箇所（約 6.5km）や親水公園・緑地 15 箇所等が整備され、海洋性レ

クリェーションの場として多くの地域住民に利用されている。 

管理機関は、千葉県千葉地域整備センター千葉港湾事務所と千葉県葛南地域整備センター葛南港

湾事務所である。 

 

 

 

千葉港の概要 

公共主要施設 対象船舶 港格 備考 

・公共けい船岸壁 

水深4.5ｍ～12ｍ 

総延長11,606ｍ（94バース） 

・物揚場等 

  総延長6,512m 

・ガントリークレーン２基 

300～30,000 

重量トン※ 

特定重要港湾※ ・重化学工業及びエネルギ

ー基地等、産業機能集積

港湾 

・貨物取扱量全国第２位の

国際貿易港 

※注   重量トン  ：ほぼ船舶が積載出来る貨物の量を示す。 

重要港湾   ：国際海上輸送網又は国内海上輸送網の拠点となる港湾その他の国の利害に 

重大な関係を有する政令で定められた港湾。 

特定重要港湾：重要港湾のうち、国際海上輸送網の拠点として特に重要な政令で定められた港湾。 

 

(4)  （略） 
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(5)  石油コンビナート 

千葉県の東京湾沿岸の埋立地には、石油コンビナート等災害防止法に基づき、京葉臨海北部地区、

京葉臨海中部地区及び京葉臨海南部地区の３地区の特別防災区域が指定されている。 

これらの特別防災区域は、面積及び危険物の貯蔵取扱量などで全国有数のコンビナート地帯を形

成している。 

このうち、京葉臨海中部地区は、千葉市、市原市及び袖ヶ浦市に位置し、面積 45.2ｋ㎡、総事業

所数 174社、そのうち 62の特定事業所（第１種事業所 32（レイアウト事業所 23）、第２種事業所

30）で形成されており、全国84の特別防災区域のうち、面積及び危険物の貯蔵、取扱量とも全国有

数であり、石油精製、石油化学業を主体とする地区である。 

 

京葉臨海中部地区特別防災区域概況表 

（平成18年５月現在） 

関係市 
区域面積 

km2 

貯蔵・取扱・処理量 特定事業所*2 
その他事業所 

(うち石油を取

り扱う事業所) 

石油 

千kl 

高圧ガス 

百万Nm3*1 
総数 

第一種事業所 

(うちレイアウト

事業所*3) 

第二種事

業所 

千葉市 

45.2 

336 21 8 5(3)  3 21(20) 

市原市 15,450 2,084 38 19(16) 19 70(41) 

袖ケ浦市 4,757 250 16 8(4)  8 21(21) 

小計 20,543 2,355 62 32(23) 30 112(82) 

*1 Ｎm3：零℃１気圧における気体の体積を表す単位 
*2 特定事業所：石油の貯蔵・取扱量が一定基準量以上の事業所などで石油コンビナート等災害防止法

の規制を受ける事業所 
*3 レイアウト事業所：石油と高圧ガスの両方を貯蔵し取り扱っている事業所 

 

３  （略） 
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(5)  石油コンビナート 

千葉県の東京湾沿岸の埋立地には、石油コンビナート等災害防止法に基づき、京葉臨海北部地区、

京葉臨海中部地区及び京葉臨海南部地区の３地区の特別防災区域が指定されている。 

これらの特別防災区域は、面積及び危険物の貯蔵取扱量などで全国有数のコンビナート地帯を形

成している。 

このうち、京葉臨海中部地区は、千葉市、市原市及び袖ヶ浦市に位置し、面積 45.2ｋ㎡、総事業

所数は 171社、そのうち 61の特定事業所（第１種事業所 30（レイアウト事業所 23）、第２種事業

所31）で形成されており、全国85の特別防災区域のうち、面積及び危険物の貯蔵、取扱量とも全国

有数であり、石油精製、石油化学業を主体とする地区である。 

 

京葉臨海中部地区特別防災区域概況表 

（平成22年4月現在） 

関係市 
区域面積 

km2 

貯蔵・取扱・処理量 特定事業所*2 
その他事業所 

(うち石油を 

取り扱う事業所) 

石油 

千kl 

高圧ガス 

百万Nm3*1 
総数 

第一種事業所 

(うちレイアウト

事業所*3) 

第二種 

事業所 

千葉市 

45.2 

11,431 1,131 8 5(3)  3 18(18) 

市原市 16,808 2,097 37 18(16) 19 70(41) 

袖ケ浦市 14,149 1,257 16 7(4)  9 22(22) 

小計 21,388 2,385 61 30(23) 31 110(81) 

*1 Ｎm3：零℃１気圧における気体の体積を表す単位 
*2 特定事業所：石油の貯蔵・取扱量が一定基準量以上の事業所などで石油コンビナート等災害防止法

の規制を受ける事業所 
*3 レイアウト事業所：石油と高圧ガスの両方を貯蔵し取り扱っている事業所 

 

３  （略） 
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第５章  関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱等 

 

国、都道府県、市町村におけるそれぞれの国民保護措置等の仕組みを図示する。 

 

国民の保護に関する措置の仕組み 
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第５章  関係機関の処理すべき事務又は業務の大綱等 

 

国、都道府県、市町村におけるそれぞれの国民保護措置等の仕組みを図示する。 

 

国民の保護に関する措置の仕組み 
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 大都市特例 

政令指定都市は救援を行う。 

  国（対策本部） 
・警報の発令 
 

 

 

・避難措置の指示 
（要避難地域、避難先地域等） 

・救援の指示 

・武力攻撃災害への対処の指示 
（消防庁長官による消防に関する指示） 

 

・大規模又は特殊な武力攻撃災害 

（ＮＢＣ攻撃等）への対処 

・生活関連等施設の安全確保 

・国民生活の安定 

・対策本部における 

総合調整 

 

都道府県（対策本部） 
・警報の市町村への通知 
 

 

 

・避難の指示 
（避難経路、交通手段等） 

・救援 ・食品、生活必需品等 

   の給与又は貸与 

  ・避難所等の供与 
     ・医療の提供      等 

・武力攻撃災害の防御 

 

・応急措置の実施 
  警戒区域の設定・退避の指示 

 

・緊急通報の発令 

・対策本部における 

総合調整 

市町村（対策本部） 
・警報の伝達（サイレン等を使用） 

 

 

・避難の指示の伝達 

・避難住民の誘導 
（避難実施要領の策定） 

（消防等を指揮、警察･自衛隊等 

に誘導を要請） 

・消防 
 
・応急措置の実施 

警戒区域の設定・退避の指示 

 

・対策本部における 

総合調整 

・救援に協力 

是正 

 
指示 

 
指示 

是正 

 
指示 

 
指示 

措置の実施要請 措置の実施要請 

総合調整の要請 総合調整の要請 

総合調整 総合調整 

 

 

 救 

援 

 武
力
攻
撃
災
害
へ
の

対
処 

住 

民
（ 

協 

力 

） 

指定公共機関 
指定地方公共機関 

・放送事業者による警報等の放送 

・運送事業者による住民・物資の運送 

・日本赤十字社による救援への協力 

・電気・ガス等の安定的な供給 

国、地方公共団体、指定公共機関及び指定地方公共機関が相互に連携 

※防災行政無線、公共ネットワーク、衛星通信等を活用するとともに、情報伝達システムの改善に向けた検討、整備に努める 

 

避 

難 

 

国（対策本部） 
・警報の発令 

 

・避難措置の指示 
 （要援護地域、避難先地域等） 

 

 

 

 

・救援の指示 

 

 

 

 

・武力攻撃災害への対処の指示 
（消防庁長官による消防に関する指示） 
 

・大規模又は特殊な武力攻撃災害（Ｎ

ＢＣ攻撃等）への対処 
 

・生活関連等施設の安全確保 

 

・国民生活の安定 

 

 

 
 

・対策本部における 
 

総合調整 

 

 

 

 

都道府県（対策本部） 
・警報の市町村への通知 

 

・避難の指示 
 （避難経路、交通手段等） 

 

 

 

 

・救援  ・食品、生活必需品等 

       の給与又は貸与 

・避難時等の供与 

・医療の提供   等 

 
 

・武力攻撃災害の防御 
 

・応急措置の実施 
  警戒区域の設定・退避の指示 
 

・緊急通報の発令 

 

 

 

 

 

 
 

・対策本部における 
 

総合調整 

 

 

 

市町村（対策本部） 

・警報の伝達（サイレン等を使用） 

 

・避難の指示の伝達 

・避難住民の誘導 
 （避難実施要領の策定） 

 （消防等を指揮、警察・自衛隊等に

誘導を要請） 

 
・救援に協力 

 

 

 

 

・消防 
 

・応急措置の実施 
  警戒区域の設定・退避の指示 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

・対策本部における 
 

総合調整 

 

 

 

 

 

 

住 

民 

（ 
 

協 

力 

） 

 

指示 

是正 

避 

難 

是正 

指示 
救 

援 

大都市特例 

政令指定都市は救援を行う。 

指示 指示 
武
力
攻
撃
災
害
へ
の
対

処 

措置の実施要請 措置の実施要請 

総合調整 総合調整 

総合調整の要請 総合調整の要請 

指定公共機関    ・放送事業者による警報等の放送         ・日本赤十字社による救援への協力 

指定地方公共機関    ・運送事業者による住民・物資の運送         ・電気・ガス等の安定的な供給 

 

国、地方公共団体、指定公共機関及び指定地方公共機関が相互に連携 
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市の事務又は業務の大綱は、以下のとおりとする。【法第16条第１・２項、第27条第１項、第39条第１

項、第41条、第42条第１項、第178条第１・２項、183条】 

なお、指定公共機関及び指定地方公共機関の業務並びに関係機関の連絡先等は別途資料編にて整理する。 

 

 

第２編   武力攻撃事態等への備えと対処 

 

第１章  平素からの備え 

 

 第１  組織及び体制の整備 

 

 １ 市における組織・体制の整備【法第41条】 

 

(1)  市の各局・区等における平素の業務 

市の各局・区等は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、その準備に係る業務を行う。 

 

【市の各局・区等における平素の業務】イメージ 

部局名 平素の業務 

総務局 

・職員の動員及び配備に関すること 
・国民の権利利益の救済に係る所管との調整に関すること 
・在日外国人団体との情報連絡及び調整に関すること 
・日本語を解さない外国人等の救援等の体制整備に関すること 
・国民保護措置等従事職員の公務災害補償等の整備に関すること など 

企画調整局 ・情報収集・提供及び通信に関すること など 

財政局 

・国民保護関係予算処置に関すること 
・市有財産の管理及び被害調査に関すること 
・被災者に対する市税の減免措置等に関すること など 

市民局 

・国民の保護に関する総合調整に関すること 
・市国民保護協議会の運営に関すること 
・市国民保護計画に関すること 
・初動体制及び職員参集基準の整備に関すること 
・県、指定地方行政機関、指定地方公共機関、自衛隊、その他関係機関との連絡体制の整備に
関すること 

・国民保護に係る研修、訓練の総合調整に関すること 
・特殊標章等の交付等に関すること（消防職員に係るものを除く） 
・通信体制の整備に関すること 

１ 国民保護計画の作成 

２ 国民保護協議会の設置、運営 

３ 国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部の設置、運営 

４ 組織の整備、訓練 

５ 警報の伝達、避難実施要領の策定、関係機関の調整その他の住民の避難に関する措置の実施 

６ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関する措置の実施 

７ 退避の指示、警戒区域の設定、消防、廃棄物の処理、被災情報の収集その他の武力攻撃災害及び緊急対

処事態における災害への対処に関する措置の実施 

８ 水の安定的な供給その他の国民生活の安定に関する措置の実施 

９ 武力攻撃災害及び緊急対処事態における災害の復旧に関する措置の実施 
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市の事務又は業務の大綱は、以下のとおりとする。【法第16条第１・２項、第27条第１項、第39条第１

項、第41条、第42条第１項、第178条第１・２項、183条】 

なお、指定公共機関及び指定地方公共機関等の連絡先等は別途資料編にて整理する。 

 

 

第２編   武力攻撃事態等への備えと対処 

 

第１章  平素からの備え 

 

 第１  組織及び体制の整備 

 

 １ 市における組織・体制の整備【法第41条】 

 

(1)  市の各局・区等における平素の業務 

市の各局・区等は、国民保護措置を的確かつ迅速に実施するため、その準備に係る業務を行う。 

 

【市の各局・区等における平素の業務】イメージ 

部局名 平素の業務 

総務局 

・職員の動員及び配備に関すること 
・国民の権利利益の救済に係る所管との調整に関すること 
・在日外国人団体との情報連絡及び調整に関すること 
・日本語を解さない外国人等の救援等の体制整備に関すること 
・国民保護措置等従事職員の公務災害補償等の整備に関すること 
・情報収集・提供及び通信に関すること など 

総合政策局 ・広報及び広聴に関すること など 

財政局 
・国民保護関係予算処置に関すること 
・市有財産の管理及び被害調査に関すること 
・被災者に対する市税の減免措置等に関すること など 

市民局 

・国民の保護に関する総合調整に関すること 
・市国民保護協議会の運営に関すること 
・市国民保護計画に関すること 
・初動体制及び職員参集基準の整備に関すること 
・県、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、自衛隊、その他関係機関との連
絡体制の整備に関すること 

・国民保護に係る啓発に関すること 
・国民保護に係る研修、訓練の総合調整に関すること 

１ 国民保護計画の作成 

２ 国民保護協議会の設置、運営 

３ 国民保護対策本部及び緊急対処事態対策本部の設置、運営 

４ 組織の整備、訓練 

５ 警報の伝達、避難実施要領の策定、関係機関の調整その他の住民の避難に関する措置の実施 

６ 救援の実施、安否情報の収集及び提供その他の避難住民等の救援に関する措置の実施 

７ 退避の指示、警戒区域の設定、消防、廃棄物の処理、被災情報の収集その他の武力攻撃災害及び緊急対

処事態における災害への対処に関する措置の実施 

８ 水の安定的な供給その他の国民生活の安定に関する措置の実施 

９ 武力攻撃災害及び緊急対処事態における災害の復旧に関する措置の実施 

旧 新 
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・市民等に対する情報伝達体制の整備に関すること 
・避難施設の指定に関すること 
・被災情報及び安否情報の収集・提供体制の整備に関すること 
・自主防災組織等の支援に関すること 
・物資･資機材（他局・区に属さないもの）の備蓄に関すること など 

保健福祉局 

・被災者の医療、助産、救護に関すること 
・保健衛生・防疫活動に関すること 
・医療品及び衛生資材等の確保に関すること 
・市立青葉病院、市立海浜病院の医療及び救援活動に関すること 
・飲料水及び食品の衛生に関すること 
・死体の処理並びに埋葬及び火葬に関すること 
・災害時要援護者の対策に関すること 
・赤十字標章等の交付等に関すること 
・動物の保護等に関すること など 

環境局 
・廃棄物処理に関すること 
・し尿の収集及び処理に関すること 
・大気汚染・水質汚濁等の調査及び防止対策に関すること など 

経済農政局 
・港湾関係機関との連絡調整に関すること 
・商工業関係被害調査及び連絡調整に関すること など 

都市局 
・応急仮設住宅の建設及び管理に関すること 
・市有建築物・公園施設等の応急復旧に関すること 
・鉄道、モノレール、バスその他交通関係機関との連絡調整に関すること など 

建設局 
・道路の管理に関すること 
・緊急輸送路の確保に関すること 
・道路・橋梁等の保全に関すること など 

下水道局 
・公共下水道の保全に関すること 
・下水処理場及びポンプ場等の保全に関すること など 

水道局 
・飲料水の確保に関すること 
・市水道施設の保全に関すること など 

会計室 ・国民保護関係経費の出納に関すること など 

教育委員会 
事務局 

・学校施設等の避難所の開設に関すること 
・児童生徒等の安全、避難計画に関すること 
・児童生徒等の保健に関すること 
・学用品の給与に関すること 
・国民保護措置等従事職員の公務災害補償等の整備に関すること など 

選挙管理委員会 
事務局 

・他局区に対する応援のための体制整備に関すること 

人事委員会 
事務局 

・他局区に対する応援のための体制整備に関すること 

監査委員 
事務局 

・他局区に対する応援のための体制整備に関すること 

農業委員会 
事務局 

・他局区に対する応援のための体制整備に関すること 

議会事務局 ・災害に係る議会活動に関すること など 

消防本部・消防署 

・武力攻撃災害への対処に関すること（救急・救助活動を含む） 
・緊急消防援助隊の受入れに関すること 
・消防団活動に関すること 
・生活関連等施設、危険物質等の取扱所の安全対策の支援に関すること 
・特殊標章等の交付等に関すること（消防職員に係るものに限る） 
・国民保護措置等従事職員の公務災害補償等の整備に関すること など 

区役所 

・警報等の伝達に関すること 
・避難所の開設及び管理運営に関すること 
・避難者の誘導及び救援に関すること 
・避難者の医療、助産、救護に関すること など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・特殊標章等の交付等に関すること（消防職員に係るものを除く） 
・通信体制の整備に関すること 
・市民等に対する情報伝達体制の整備に関すること 
・避難施設の指定に関すること 
・被災情報及び安否情報の収集・提供体制の整備に関すること 
・災害時要援護者の対策に関すること 
・自主防災組織等の支援に関すること 
・物資･資機材（他局・区に属さないもの）の備蓄に関すること など 

保健福祉局 

・被災者の医療、助産、救護に関すること 
・保健衛生・防疫活動に関すること 
・医療品及び衛生資材等の確保に関すること 
・市立青葉病院、市立海浜病院の医療及び救援活動に関すること 
・飲料水及び食品の衛生に関すること 
・死体の処理並びに埋葬及び火葬に関すること 
・災害時要援護者の対策に関すること 
・社会福祉施設の対策に関すること 
・赤十字標章等の交付等に関すること 
・動物の保護等に関すること など 

こども未来局 
・災害時要援護者の対策に関すること 
・社会福祉施設の対策に関すること など 

環境局 
・廃棄物処理に関すること 
・し尿の収集及び処理に関すること 
・大気汚染・水質汚濁等の調査及び防止対策に関すること など 

経済農政局 
・港湾関係機関との連絡調整に関すること 
・商工業関係被害調査及び連絡調整に関すること など 

都市局 
・応急仮設住宅の建設及び管理に関すること 
・市有建築物・公園施設等の応急復旧に関すること 
・鉄道、モノレール、バスその他交通関係機関との連絡調整に関すること など 

建設局 

・道路の管理に関すること 
・緊急輸送路の確保に関すること 
・道路・橋梁等の保全に関すること 
・公共下水道の保全に関すること 
・下水処理場及びポンプ場等の保全に関すること など 

水道局 
・飲料水の確保に関すること 
・市水道施設の保全に関すること など 

会計室 ・国民保護関係経費の出納に関すること など 

教育委員会 
事務局 

・学校施設等の避難所の開設に関すること 
・児童生徒等の安全、避難計画に関すること 
・児童生徒等の保健に関すること 
・学用品の給与に関すること 
・国民保護措置等従事職員の公務災害補償等の整備に関すること など 

選挙管理委員会 
事務局 

・他局区に対する応援のための体制整備に関すること 

人事委員会 
事務局 

・他局区に対する応援のための体制整備に関すること 

監査委員 
事務局 

・他局区に対する応援のための体制整備に関すること 

農業委員会 
事務局 

・他局区に対する応援のための体制整備に関すること 

議会事務局 ・災害に係る議会活動に関すること など 

消防局 

・武力攻撃災害への対処に関すること（救急・救助活動を含む） 
・緊急消防援助隊の受入れに関すること 
・消防団活動に関すること 
・生活関連等施設、危険物質等の取扱所の安全対策の支援に関すること 

旧 新 
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(2)  市職員の参集基準等 

    ①～②  （略） 

③ 市の体制及び職員の参集基準等 

市は、事態の状況に応じて適切な措置を講ずるため、下記の体制を整備するとともに、その参集

基準を定める。 

その際、市長の行う判断を常時補佐できる体制の整備に努める。 

 

【職員参集基準】 

体   制 参 集 基 準 

Ⅰ 担当課体制 総合防災課職員が参集 

Ⅱ 市警戒本部体制 
具体的な参集基準は、個別の事態の状況に応じ、その都度

判断 

Ⅲ 市国民保護対策本部(※)体制 全ての市職員が参集 

 

【事態の状況に応じた初動体制の確立】 

事態の状況 体制の判断基準 体制 

事態認定前 

情報収集等の対応が必要な場合 Ⅰ 

複数局・区での対応が必要な場合（武力攻撃災害の発生を推認又は予

測しうる情報を把握した場合） 
Ⅱ 

事態認定後 

市国民保護対策本部

設置の通知がない場

合 

情報収集等の対応が必要な場合 Ⅰ 

複数局・区での対応が必要な場合（武力攻撃

災害の発生を推認又は予測しうる情報を把握

した場合） 

Ⅱ 

市国民保護対策本部設置の通知を受けた場合 Ⅲ 

※市国民保護対策本部：内閣総理大臣の通知に基づき、市長が設置。市長が本部長と       

なる。【法第25条、第28条第1項】 
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・特殊標章等の交付等に関すること（消防職員に係るものに限る） 
・国民保護措置等従事職員の公務災害補償等の整備に関すること など 

区役所 

・警報等の伝達に関すること 
・避難所の開設及び管理運営に関すること 
・避難者の誘導及び救援に関すること 
・避難者の医療、助産、救護に関すること 
 ・安否情報の提供に関すること など 

 

(2)  市職員の参集基準等 

    ①～②  （略） 

③ 市の体制及び職員の参集基準等 

市は、事態の状況に応じて適切な措置を講ずるため、下記の体制を整備するとともに、その参集

基準を定める。 

その際、市長の行う判断を常時補佐できる体制の整備に努める。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧 新 
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④～⑤  （略） 

⑥ 職員の服務基準 

市は、③の表内Ⅰ～Ⅲの体制ごとに、参集した職員の行うべき所掌事務を定める。 

       ⑦  （略） 

 

(3)  消防機関の体制 

① 消防本部及び消防署における体制 

    消防本部及び消防署は、市における参集基準等と同様に、消防本部、消防署における初動体制を

整備するとともに、職員の参集基準を定める。その際、市は、消防本部及び消防署における24時

間体制の状況を踏まえ、特に初動時における消防本部及び消防署との緊密な連携を図り、一体的な

国民保護措置が実施できる体制を整備する。 

② 消防団の充実・活性化の推進等 

市は、消防団が避難住民の誘導等に重要な役割を担うことにかんがみ、県と連携し、地域住民の

消防団への参加促進、消防団に係る広報活動、全国の先進事例の情報提供、施設及び設備の整備

の支援等の取組みを積極的に行い、消防団の充実・活性化を図る。 

 

 

25 
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26 

 

 

 

 

26 

 

 

 

 

     ※ 市民局を所管する副市長 

 
 

④～⑤  （略） 

⑥ 職員の服務基準 

市は、③の表の体制ごとに、参集した職員の行うべき所掌事務を定める。 

       ⑦  （略） 

 

(3)  消防機関の体制 

① 消防局における体制 

    消防局は、市における参集基準等と同様に、初動体制を整備するとともに、職員の参集基準を定

める。その際、市は、消防局における 24時間体制の状況を踏まえ、特に初動時における消防局と

の緊密な連携を図り、一体的な国民保護措置が実施できる体制を整備する。 

 

② 消防団の充実・活性化の推進等 

市は、消防団が避難住民の誘導等に重要な役割を担うことにかんがみ、県と連携し、地域民の消

防団への参加促進、消防団に係る広報活動、全国の先進事例の情報提供、施設及び設備の整備の支

援等の取組みを積極的に行い、消防団の充実・活性化を図る。 

事態の状況 体  制 体制の概要 

・情 報 収 集 

総合防災課体制 
（第１種配備） 

危機管理担当参事の総合調
整のもと､総合防災課職員
が情報収集にあたる。 

 ・市内で武力攻撃災害等が発生す
る可能性が低い場合 
〔例：国内遠隔地での攻撃〕 

・市内で武力攻撃災害等が発生す
る可能性が多尐ある場合 
〔例：東京都内での攻撃〕 

・市内で武力攻撃災害等の可能性
がある限定的な被害が生じてい
る場合 

市
警
戒
本
部
体
制 

（第２種配備） 

市民局長が本部長となり、
市民局及び消防局を中心
に、必要に応じ関係局・区
職員を動員して対応を行
う。 

・市内で武力攻撃災害等の発生が
十分予測される場合 
〔例：近隣市での攻撃〕 

・市内で武力攻撃災害等の可能性
がある大きな被害が生じている
場合 

（これらの場合、副市長（※）が
第３種、第４種のいずれの配備
体制をとるか決定する。） 

（第３種配備） 
副市長（※）が本部長とな
り、関係する複数の局・区
を動員して対応を行う。 

（第４種配備） 

副市長（※）が本部長とな
り、全職員を動員して対応
を行う。通常業務は縮小又
は停止。 ・市内で武力攻撃災害等が発生し

た場合又は発生したと推認され
る場合 

・政府から市対策本部設置の指定を受けた
場合 

市国民保護対策本部体制 
市長が本部長となり、全職
員を動員して対応を行う。
通常業務は縮小又は停止。 

旧 新 

情
報
収
集
の
結
果 



千葉市国民保護計画 新旧対照表 

１７  

  

頁  頁  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

31 

 

 

 

 

 

 

 

 

31 

 

 

 

 

 

 

32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、市は、県と連携し、消防団に対する国民保護措置についての研修を実施するとともに、国

民保護措置についての訓練に消防団を参加させるよう配慮する。 

さらに、市は、消防本部及び消防署における参集基準等を参考に、消防団員の参集基準を定める。 

 

(4)  （略） 

 

 ２  （略） 

 

３ 通信の確保及び情報収集・提供体制の整備 

 

(1) 基本的考え方 

① 非常通信体制の整備 

市は、国民保護措置の実施に関し、非常通信体制の整備、重要通信の確保に関する対策の推進を

図るものとし、自然災害その他の非常時における通信の円滑な運用を図ること等を目的として、関

係省庁、地方公共団体、主要な電気通信事業者等で構成された非常通信協議会（※）との連携に十

分配慮する。 

※非常通信協議会：電波法第74条第1項に規定される非常の場合の無線通信の円滑な運用を目的とし

た団体で、非常通信の運用計画の策定や非常通信訓練の実施などを行っている。 

 

 

② 情報収集・提供のための体制の整備 【法第８条】 

市は、武力攻撃等の状況、国民保護措置の実施状況、被災情報その他の情報等を収集又は整理し、

関係機関及び住民に対しこれらの情報の提供等を適時かつ適切に実施するための体制を整備する。 

また、市は、通常の手段では情報の入手が困難な場合が多いと考えられる災害時要援護者に対

しても情報を伝達できるよう、必要な検討を行い、体制の整備を図る。  

③～④  （略） 
 

運
用
面 

・夜間・休日の場合等における体制を確保するとともに、平素から情報の収集・連絡体制の整備を図る。 

・武力攻撃災害による被害を受けた場合に備え、通信輻輳時及び途絶時並びに庁舎への電源供給が絶たれた

場合を想定した、非常用電源を利用した関係機関との実践的通信訓練の実施を図る。 

・通信訓練を行うに当たっては、地理的条件や交通事情等を想定し、実施時間や電源の確保等の条件を設定

した上で、地域住民への情報の伝達、避難先施設との間の通信の確保等に関する訓練を行うものとし、訓

練終了後に評価を行い、必要に応じ体制等の改善を行う。 

・無線通信系の通信輻輳時の混信等の対策に十分留意し、武力攻撃事態等非常時における運用計画を定める

とともに、関係機関との間で携帯電話等の電気通信事業用移動通信及び防災行政無線、消防救急無線等の

業務用移動通信を活用した運用方法等についての十分な調整を図る。 

・電気通信事業者により提供されている災害時優先電話等の効果的な活用を図る。 

・担当職員の役割・責任の明確化等を図るとともに、職員担当者が被害を受けた場合に備え、円滑に他の職

員が代行できるような体制の構築を図る。 

・住民に情報を提供するに当たっては、防災行政無線、広報車両等を活用するとともに、情報の伝達に際し

援護を要する又は通常の手段では情報の入手が困難と考えられる災害時要援護者等に対しても情報を伝達

できるよう必要な検討を行い、体制の整備を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

30 

 

 

 

 

 

 

 

 

30 

 

 

 

 

 

 

31 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

また、市は、県と連携し、消防団に対する国民保護措置についての研修を実施するとともに、国

民保護措置についての訓練に消防団を参加させるよう配慮する。 

さらに、市は、消防局における参集基準等を参考に、消防団員の参集基準を定める。 

 

(4)  （略） 

 

 ２  （略） 

 

３ 通信の確保及び情報収集・提供体制の整備 

 

(1) 基本的考え方 

    ① 非常通信体制等の整備 

 市は、国民保護措置の実施に関し、非常通信体制の整備、重要通信の確保に関する対策の推進を

図るものとし、自然災害その他の非常時における通信の円滑な運用を図ること等を目的として、関

係省庁、地方公共団体、主要な電気通信事業者等で構成された非常通信協議会（※）との連携に十

分配慮する。 

※非常通信協議会：電波法第74条第 1項に規定される非常の場合の無線通信の円滑な運用を目的とし

た団体で、非常通信の運用計画の策定や非常通信訓練の実施などを行っている。 

また、緊急情報ネットワークシステム（Ｅｍ－Ｎｅｔ）の適切な運用に努め、通信体制の確保に

努めるものとする。 

② 情報収集・提供のための体制の整備 【法第８条】 

市は、武力攻撃等の状況、国民保護措置の実施状況、被災情報その他の情報等を収集又は整理し、

関係機関及び住民に対しこれらの情報の提供等を適時かつ適切に実施するための体制を整備する。 

また、市は、通常の手段では情報の入手が困難な場合が多いと考えられる災害時要援護者に対

しても情報を伝達できるよう、体制の整備を図る。 

    ③～④  （略） 
 

運
用
面 

・夜間・休日の場合等における体制を確保するとともに、平素から情報の収集・連絡体制の整備を図る。 

・武力攻撃災害による被害を受けた場合に備え、通信輻輳時及び途絶時並びに庁舎への電源供給が絶たれた

場合を想定した、非常用電源を利用した関係機関との実践的通信訓練の実施を図る。 

・通信訓練を行うに当たっては、地理的条件や交通事情等を想定し、実施時間や電源の確保等の条件を設定

した上で、地域住民への情報の伝達、避難先施設との間の通信の確保等に関する訓練を行うものとし、訓

練終了後に評価を行い、必要に応じ体制等の改善を行う。 

・無線通信系の通信輻輳時の混信等の対策に十分留意し、武力攻撃事態等非常時における運用計画を定める

とともに、関係機関との間で携帯電話等の電気通信事業用移動通信及び防災行政無線、消防救急無線等の

業務用移動通信を活用した運用方法等についての十分な調整を図る。 

・電気通信事業者により提供されている災害時優先電話等の効果的な活用を図る。 

・担当職員の役割・責任の明確化等を図るとともに、職員担当者が被害を受けた場合に備え、円滑に他の職

員が代行できるような体制の構築を図る。 

・住民に情報を提供するに当たっては、防災行政無線、広報車両等を活用するとともに、情報の伝達に際し

援護を要する又は通常の手段では情報の入手が困難と考えられる災害時要援護者等に対しても情報を伝達

できるよう、体制の整備を図る。 
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32 

 

 

 

 

 

 

 

 

33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  警報の伝達等に必要な準備 【法第47条】 

① 警報の伝達・通知体制の整備 

市は、知事から警報の内容の通知があった場合の住民及び関係団体への伝達・通知方法等につい

てあらかじめ定めておくとともに、住民及び関係団体に伝達・通知方法等の理解が行き渡るよう事

前に説明や周知を図る。この場合において、民生委員や社会福祉協議会、国際交流協会等との協力

体制を構築するなど、災害時要援護者に対する伝達に配慮する。 

 

②～⑥  （略） 

 

 (3)  安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備 【法第94条、第95条】 

① 安否情報の種類及び報告様式 

 市は、避難住民及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住民の安否情報（以下参照）に関し

て、武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照会及び回答の手続

その他の必要な事項を定める省令（以下「安否情報省令」という。）第２条に規定する様式第３号

の安否情報報告書により、県に報告する。 

なお、安否情報の収集は、安否情報省令第１条に規定する様式第１号及び第２号を用いて行う。

ただし、やむを得ない場合は市長が適当と認める方法によることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

31 

 

 

 

 

 

 

 

 

32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  警報の伝達等に必要な準備 【法第47条】 

① 警報の伝達・通知体制の整備 

市は、知事から警報の内容の通知があった場合の住民及び関係団体への伝達・通知方法等につい

てあらかじめ定めておくとともに、住民及び関係団体に伝達・通知方法等の理解が行き渡るよう事

前に説明や周知を図る。この場合において、災害時要援護者に対する伝達については、民生委員や

社会福祉協議会、国際交流協会等との協力体制を構築するとともに市災害時要援護者支援計画に基

づき、適切な伝達手段を確立する。 

②～⑥  （略） 

 

(3)  安否情報の収集、整理及び提供に必要な準備 【法第94条、第95条】 

① 安否情報の種類及び報告様式 

 市は、避難住民及び武力攻撃災害により死亡し又は負傷した住民の安否情報（以下参照）の収集

に関して、武力攻撃事態等における安否情報の収集及び報告の方法並びに安否情報の照会及び回答

の手続その他の必要な事項を定める省令（以下「安否情報省令」という。）第１条に規定する様式

第１号及び第２号を用いて行う。ただし、やむを得ない場合は市長が適当と認める方法によること

ができる。 

収集、整理した安否情報は、原則として安否情報システム（※）への入力により県に報告する。

なお、安否情報システムが使用不可能な場合は、安否情報省令第２条に規定する様式第３号の安否

情報報告書によることとする。 

  ※安否情報システム：武力攻撃事態等において、避難所等に避難された方等の安否情報をシステムに登

録し、国民からの照会に対して、消防庁・都道府県・市町村が回答する際に使用す

るシステム。 

 

（削除） 
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（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 
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37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  （略） 

③ 個人情報の取扱い 

  安否情報の収集・提供等については、個人情報の保護に関する法律（以下、「個人情報保護法」

という。）及び千葉市個人情報保護条例の規定に基づき、被災者の個人情報の取扱いに留意する。 

④  （略） 

 

  (4)  （略） 

 

４ 研修及び訓練 

 

(1) 研修 

①  （略） 

② 職員等の研修機会の確保 

市は、職員に対して、国、県等が作成する国民保護に関する教材や資料等も活用し、多様な方法

により研修を行う。 

また、県と連携し、消防団員及び自主防災組織のリーダーに対して国民保護措置に関する研修等

を行うとともに、国が作成するビデオ教材や国民保護ポータルサイト、ｅ－ラーニング等も活用す

るなど多様な方法により研修を行う。 

 

 

 

32 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

33 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【収集・報告すべき情報】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②  （略） 

③ 個人情報の取扱い 

  安否情報の収集・提供等については、個人情報の保護に関する法律（以下「個人情報保護法」と

いう。）及び千葉市個人情報保護条例の規定に基づき、被災者の個人情報の取扱いに留意する。 

④  （略） 

 

  (4)  （略） 

 

４ 研修及び訓練 

 

(1) 研修 

①  （略） 

② 職員等の研修機会の確保 

市は、職員に対して、国、県等が作成する国民保護に関する教材や資料等も活用し、多様な方法

により研修を行う。 

また、県と連携し、消防団員及び自主防災組織のリーダーに対して国民保護措置に関する研修等

を行うとともに、国が作成するビデオ教材や国民保護ポータルサイト（※）、ｅ－ラーニング（※）

等も活用するなど多様な方法により研修を行う。 

※ 国民保護ポータルサイト：内閣官房の国民保護に関するホームページ 

               http://www.kokuminhogo.go.jp/ 

※ ｅ－ラーニング：パソコンやコンピュータ等を利用して教育を行うこと。 

１ 避難住民（負傷した住民も同様） 

① 氏名 

② フリガナ 

③ 出生の年月日 

④ 男女の別 

⑤ 住所（郵便番号を含む。） 

⑥ 国籍（日本国籍を有しない者に限る。） 

⑦ ①～⑥のほか、個人を識別するための情報（前各号のいずれかに掲げる情報が不明である場合に 

おいて、当該情報に代えて個人を識別することができるものに限る。）  

⑧ 負傷（疾病）の該当 

⑨ 負傷又は疾病の状況 

⑩ 現在の居所 

⑪ 連絡先その他必要情報 

⑫ 親族・同居者への回答の希望 

⑬ 知人への回答の希望 

⑭ 親族・同居者・知人以外の者への回答又は公表の同意 

 

２ 死亡した住民 

（上記①～⑦に加えて） 

⑧ 死亡の日時、場所及び状況 

⑨ 遺体が安置されている場所 

⑩ 連絡先その他必要情報 

⑪ ①～⑩を親族・同居者・知人以外の者からの照会に対する回答への同意 

旧 新 
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39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

39 

 

 

 

 

40 

 

 

 

 

③  （略） 

 

(2)  （略） 

 

第２  避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え 

 

１ 避難に関する基本的事項 

 

(1)  基礎的資料の収集 

市は、迅速に避難住民の誘導を行うことができるよう、住宅地図、道路網のリスト、避難施設の

リスト等必要な基礎的資料を準備する。 

 

【市対策本部において集約・整理すべき基礎的資料】 

 

(2)  （略） 

(3) 災害時要援護者への配慮 【第９条第１項】 

市は、避難住民の誘導に当たっては、自然災害時への対応のための避難支援プランを活用しつつ、

災害時要援護者の避難対策を講じる。 

(4)～(6)  （略） 

 

２ 避難実施要領のパターンの作成 【基本指針第４章第１節４(1)】 

市は、関係機関（教育委員会など市の各執行機関、消防機関、県、県警察、海上保安部、自衛隊等）と

緊密な意見交換を行いつつ、消防庁が作成するマニュアルを参考に、災害時要援護者の避難方法、季節の

別（特に冬期間の避難方法）、観光客や昼間人口の存在、混雑や交通渋滞の発生状況等について配慮し、

複数の避難実施要領のパターンをあらかじめ作成する。 

○住宅地図 

○人口分布、世帯数、昼夜別の人口のデータ 

○市域内の道路網のリスト 

（避難経路として想定される道路のリスト） 

○運送力のリスト 

（鉄道、バス等の運送事業者や公共交通機関の保有する運送力のデータ） 

（鉄道網やバス網、保有車両数などのデータ） 

○避難施設のリスト（データベース策定後は、当該データベース） 

（避難住民の収容能力や屋内外の別についてのリスト） 

○備蓄物資、調達可能物資のリスト 

（備蓄物資の所在地、数量、市域内の主要な民間事業者のリスト） 

○生活関連等施設等のリスト 

（避難住民の誘導に影響を与えかねない一定規模以上のもの） 

○関係機関（国、県、民間事業者等）の連絡先一覧 

○協定一覧 

○消防本部（局）等のリスト 

（消防本部（局）等の所在地等の一覧） 

（消防機関の装備資機材のリスト） 

○災害時要援護者の避難支援プラン 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

36 

 

 

 

 

37 

 

 

 

 

③  （略） 

 

(2)  （略） 

 

第２  避難、救援及び武力攻撃災害への対処に関する平素からの備え 

 

１ 避難に関する基本的事項 

 

(1)  基礎的資料の収集 

市は、迅速に避難住民の誘導を行うことができるよう、住宅地図、道路網のリスト、避難施設の

リスト等必要な基礎的資料を準備する。 

 

【市対策本部において集約・整理すべき基礎的資料】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)  （略） 

(3) 災害時要援護者への配慮 【第９条第１項】 

市は、市災害時要援護者支援計画に基づき、適切な避難対策を講じる。 

 

(4)～(6)  （略） 

 

２ 避難実施要領のパターンの見直し 【基本指針第４章第１節４(1)】 

市は、避難実施マニュアルにおいて、複数の避難実施要領のパターンを定めているが、関係機関（教育

委員会など市の各執行機関、消防機関、県、県警察、海上保安部、自衛隊等）と緊密な意見交換を行いつ

つ、災害時要援護者の避難方法、季節の別（特に冬期間の避難方法）、観光客や昼間人口の存在、混雑や

交通渋滞の発生状況等について配慮しつつ不断の見直しを行う。 

○住宅地図 

○人口分布、世帯数、昼夜別の人口のデータ 

○市域内の道路網のリスト 

（避難経路として想定される道路のリスト） 

○運送力のリスト 

（鉄道、バス等の運送事業者や公共交通機関の保有する運送力のデータ） 

（鉄道網やバス網、保有車両数などのデータ） 

○避難施設データベース 

（避難住民の収容能力や屋内外の別についてのリスト） 

○備蓄物資、調達可能物資のリスト 

（備蓄物資の所在地、数量、市域内の主要な民間事業者のリスト） 

○生活関連等施設等のリスト 

（避難住民の誘導に影響を与えかねない一定規模以上のもの） 

○関係機関（国、県、民間事業者等）の連絡先一覧 

○協定一覧 

○消防機関のリスト 

（消防機関の所在地等の一覧） 

（消防機関の装備資機材のリスト） 

○災害時要援護者名簿 
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40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

42 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 救援に関する基本的事項 

 

(1) 基礎的資料の準備等 

市は、県との間で救援の活動内容について情報の共有を図るとともに、迅速かつ適切に救援に関す

る措置を実施できるよう、必要な基礎的資料を準備する。 

 

【市対策本部において集約すべき基礎的資料】 

 

４  （略） 

  

５ 避難施設の指定 【法第148条】 

 

(1)  （略） 

 

(2) 避難施設の指定上の留意事項 

  ア 避難所として学校の体育館、公民館等の屋内施設を指定する。また、応急仮設住宅等の建設用

地、救援の実施場所、避難の際の一時的集合場所として公園、学校の校庭等の屋外施設を指定す

るよう配慮する。 

  イ～カ  （略） 

 

(3)～(6)  （略） 

 

６  （略） 

 

第３  （略） 

 

第４  医療救護体制の整備 

 

１ 初期医療体制の整備 

市は、救護所の設置及び医療救護班の派遣に係る体制整備に当たっては、地域防災計画に基づく「保

健衛生班活動計画」の定めを参考にする。この場合において、応急救護物資の供給など救護所を支援す

るため、総合保健医療センターや保健福祉センター等を利用した地域保健医療救護拠点を整備する。 

消防本部及び消防署は、医療機関又は他の消防機関と平常時から連携を密にしておき、救急救助体制

の整備を図る。 

また、ＮＢＣ攻撃（核兵器等又は生物剤若しくは化学剤を用いた兵器による攻撃をいう。以下同じ。）

による負傷者が出た場合には、消防機関及び医療機関等は、特殊な装備等で現場に臨む必要があること

から、市は、防護服等資機材の整備を進める。 

○ 避難所及び応急仮設住宅（以下、「避難所等」という。）として活用できる土地、建物等のリ

スト 

○ 備蓄物資、調達可能物資のリスト 

○ 関係医療機関のデータベース 

○ 医療救護班のデータベース 

○ 臨時の医療施設として想定される場所等のリスト 

○ 火葬場及び墓地のデータベース 

 

 

 

 

 

 

 

37 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

39 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 救援に関する基本的事項 

 

(1) 基礎的資料の準備等 

市は、県との間で救援の活動内容について情報の共有を図るとともに、迅速かつ適切に救援に関す

る措置を実施できるよう、必要な基礎的資料を準備する。 

 

【市対策本部において集約すべき基礎的資料】 

 

 

４  （略） 

 

５ 避難施設の指定 【法第148条】 

 

(1)  （略） 

 

(2) 避難施設の指定上の留意事項 

  ア 避難施設として学校の体育館、公民館等の屋内施設を指定する。また、応急仮設住宅等の建設

用地、救援の実施場所、避難の際の一時的集合場所として公園、学校の校庭等の屋外施設を指定

するよう配慮する。 

   イ～カ  （略） 

 

(3)～(6)  （略） 

 

６  （略） 

 

第３  （略） 

 

第４  医療救護体制の整備 

 

１ 初期医療体制の整備 

市は、救護所の設置及び医療救護班の派遣に係る体制整備に当たっては、市地域防災計画に基づく「健

康班活動計画」の定めを参考にする。この場合において、応急救護物資の供給など救護所を支援するた

め、総合保健医療センターや保健福祉センター等を利用した地域保健医療救護拠点を整備する。 

消防局は、医療機関又は他の消防機関と平常時から連携を密にしておき、救急救助体制の整備を図る。 

また、ＮＢＣ攻撃（核兵器等又は生物剤若しくは化学剤を用いた兵器による攻撃をいう。以下同じ。）

による負傷者が出た場合には、消防機関及び医療機関等は、特殊な装備等で現場に臨む必要があること

から、市は、防護服等資機材の整備を進める。 

 

○ 避難施設及び応急仮設住宅としてとして活用できる土地、建物等のリスト 

○ 備蓄物資、調達可能物資のリスト 

○ 関係医療機関のデータベース 

○ 医療救護班のデータベース 

○ 臨時の医療施設として想定される場所等のリスト 

○ 火葬場及び墓地のデータベース 

旧 新 
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47 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49 

 

 

 

 
 

49 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  （略） 

 

３ 広域的医療体制の整備 

市は、武力攻撃災害の広域性及び石油コンビナートが立地している本市の特殊性を考慮し、医療救護

班の派遣、患者の受入、医薬品等の供給、連絡体制等、武力攻撃災害時の広域的な医療救護体制を整備

する。その際、九都県市災害･救急医療連絡会が定める「広域医療連携マニュアル」による対応を図る

ほか、地域防災計画に記載されている諸協定を活用し、他県市等と協力した広域的な医療救護体制を整

備する。 

 

４  （略） 

 

（図表略） 

 

第５  災害時要援護者等の支援体制の整備 【法第９条第１項】 

 

 

１ 災害時要援護者に関する配慮 

市は、災害時要援護者について、次のような点について配慮する。 

・災害時要援護者の安否確認及び必要な支援の内容の把握 

・生活支援のための人材確保 

・災害時要援護者の実情に応じた情報の提供 

・粉ミルクや柔らかい食品など特別な食材を必要とする者に対する当該食品の確保及び提供 

・病状あるいは障害の状況等に応じた介助用品・補装具等の確保及び提供 

・避難所等又は居宅への必要な資機材の設置又は配付 

・避難所等又は居宅への相談員の巡回による生活状況の確認及び健康相談の実施 

・優先的な避難所等の確保、健康状態等の把握、状況に応じた社会福祉施設等への受入要請の実施 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

44 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46 

 

 

 

 
 

46 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  （略） 

 

３ 広域的医療体制の整備 

市は、武力攻撃災害の広域性及び石油コンビナートが立地している本市の特殊性を考慮し、医療救護

班の派遣、患者の受入、医薬品等の供給、連絡体制等、武力攻撃災害時の広域的な医療救護体制を整備

する。また、市地域防災計画に記載されている諸協定を活用し、他県市等と協力した広域的な医療救護

体制を整備する。 

 

 

４  （略） 

 

（図表略） 

 

第５  災害時要援護者等の支援体制の整備 【法第９条第１項】 

 

 

１ 災害時要援護者に関する配慮 

（文削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 支援のための体制整備 

市は、武力攻撃事態等の発生時においては、災害時要援護者の安全を確保するために災害時要援護

者の類型（※）や状況（例えば、障害の内容、程度）に応じた配慮が必要となることから市災害時要

援護者支援計画に基づき、災害時要援護者情報の共有等、情報等の伝達、避難誘導、安否情報の収集、

避難所等における支援といった様々な局面に応じた体制を整備する。 

※災害時要援護者の類型：市災害時要援護者支援計画においては「高齢者」、「視覚障害者」、「聴覚・

言語障害者」、「肢体不自由者」、「内部障害者」、「知的障害者」、「発達障害者」、

「精神障害者」、「難病患者等」、「乳幼児」、「妊産婦」、「外国人等」、「災害時

負傷者」、「災害孤児等」及び「地理に不案内な旅行者等」を基本的な類型と

している。（「障害者」は「障害者及び障害児」を指す。） 

                        なお、これら以外の人たちの中にも災害時要援護者は存在する。  

 

 

旧 新 

高齢者、障害者、乳幼児、病弱者、日本語を解さない外国人などは、その多くの者が、災害に対し

自分の身体･生命を守るための対応力が不十分な状況に置かれている。こうした災害時要援護者等は、

武力攻撃事態の際は自ら避難等をすることが困難であることから、災害時要援護者等に対する避難、

救援、情報伝達などの体制の整備について、以下のとおり定める。 

高齢者、障害者、乳幼児、病弱者、日本語を解さない外国人などの災害時要援護者等は、その多く

の者が、災害に対し自分の身体･生命を守るための対応力が不十分な状況に置かれており、武力攻撃事

態の際は自ら避難等をすることが困難であることから、災害時要援護者等に対する避難、救援、情報

伝達などの体制の整備について、以下のとおり定める。 



千葉市国民保護計画 新旧対照表 

２４ 

  

頁  頁  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２～４  （略） 

 

第６  （略） 

 

第２章  武力攻撃事態等への対処 

 

 第１  初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置 

 

 １ 事態認定前における体制及び初動措置 

 

(1)  （略） 

  

(2)  市警戒本部の設置 

     情報収集の結果、武力攻撃災害の発生を推認又は予測しうる情報を把握した場合、市長は、速や

かに県及び県警察に連絡を行い、情報の共有化を図るとともに、市として的確かつ迅速に対処する

ため、市警戒本部を設置する。市警戒本部は、個別の事態の状況に応じて市長又は市民局長が本部

長となり、本部長の指名する者をもって本部を構成する。市警戒本部のもと、市民局、消防本部、

消防署及び本部長の指定する局・区等の職員の参集により、事態への対応に当たる。 

 

（図表略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

46 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

49 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 市災害時要援護者支援班の設置 

市長（市長を本部長とする本部設置前にあっては、その本部の本部長に就く職員）は、市災害時要

援護者支援計画に基づき、必要な場合において庁内横断的組織として市災害時要援護者支援班を設置

し、以下の活動を行うこととする。 

 ・避難準備情報等の災害時要援護者への伝達 

 ・災害時要援護者の安否確認 

 ・住民組織や福祉関係機関等との連携・情報共有 

 ・避難所の災害時要援護者支援窓口との連携・情報共有 

 ・災害時要援護者対策に係る専門ボランティア（※）の受け入れ 

 ・他自治体等からの派遣職員やボランティア等との連携・情報共有 

※専門ボランティア：市地域防災計画上の用語で、医師や看護師、応急危険度判定士、各種福祉団体

職員など、専門性をもつボランティアを指す。一般市民のボランティアである「一

般ボランティア」と対比して用いられる。 

また、必要に応じて区に対し、区災害時要援護者支援班の設置を指示することができる。 

 

２～４  （略） 

 

第６  （略） 

 

第２章  武力攻撃事態等への対処 

 

 第１  初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置 

 

 １ 事態認定前における体制及び初動措置 

 

(1)  （略）  

 

(2)  市警戒本部の設置 

    情報収集の結果、武力攻撃災害の発生を推認又は予測しうる情報を把握した場合、市長は、速や

かに県及び県警察に連絡を行い、情報の共有化を図るとともに、市として的確かつ迅速に対処する

ため、市警戒本部を設置する。市警戒本部は、個別の事態の状況に応じて、第２編第１章第１の１

（２）③（25ページ）に定める体制をとる。 

 

 

（図表略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧 新 
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（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

50 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 市警戒本部・第２種配備体制 

下記のとおり、市民局長が本部長となり、市警戒本部を設置する。また、本部の指示のもと、市

民局、消防局のほか、関係局・区が各局・区長を対策部長として対策部を設置する。 

 

 

     

      

 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  ※ 本市においては、消防局長に消防組織法に規定 

する消防長を充てる。 

（千葉市消防局組織規則第４条第１項） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧 新 

 

本
部
員
会
議 

本部長 市民局長 
副本部長 消防局長（※） 

本部員 その他関係局長 

本部派遣職員 関係機関から、本部長が必要に応
じ派遣を要請する者。 

 
 
 

本
部
事
務
局 

事務局長 市民部長 
事務局次長 危機管理担当参事 

総合防災課長 
消防局予防部調整主幹 

事務局員 各部・区本部連絡員 
総合防災課職員 
その他事務局長が指名する職員 
必要に応じ、関係機関が派遣す
る本部連絡員 

本部事務局内には、対策本部設置時に準じ、適宜班  

を設ける。（55ページ参照） 

市警戒本部・第２種配備体制 

対
策
部 

市民局対策部 
（対策部長：市民局長） 
その他関係局・区対策部 
（対策部長：各局・区長） 

消防局 
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52 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (3)～(4)  （略） 

 

２ 市国民保護対策本部体制への移行 

政府において事態認定が行われ、市に対し、市国民保護対策本部設置の通知があった場合には、市警

戒本部体制等を廃し、直ちに市国民保護対策本部を設置して新たな体制に移行する。 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

第２  市国民保護対策本部の設置等 

 

１ 市対策本部の設置 

 

51 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51 

 

 

 

52 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 市警戒本部・第３種配備体制 

     下記のとおり、市民局を所管する副市長が本部長となり、市警戒本部を設置する。また、本部の

指示のもと、市民局、消防局のほか、関係局・区が各局・区長を対策部長として対策部を設置する。 

 

 

     

      

 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)～(4)  （略） 

 

２ 市国民保護対策本部体制への移行 

 

(1) 市警戒本部体制の廃止 

政府において事態認定が行われ、市に対し、市国民保護対策本部設置の通知があった場合には、市

警戒本部体制等を廃し、直ちに市国民保護対策本部を設置して新たな体制に移行する。 

 

(2) 市災害対策本部からの移行 

    市が、事態を大規模事故として判断し、または多数の人が死傷する行為等の事案に伴い発生した災

害に対処するため、災害対策基本法に基づき市災害対策本部を設置した場合において、その後、政府

において事態認定が行われ、市に対し、市国民保護対策本部設置の通知があった場合には、市は、直

ちに市国民保護対策本部を設置し、市災害対策本部を廃止するものとする。 

    なお、市国民保護対策本部の設置前に災害対策基本法に基づく避難の指示等の措置が講じられてい

る場合には、すでに講じられた措置に代えて、改めて国民保護法に基づく所要の措置を講ずるなど必

要な調整を行うものとする。 

 

第２  市国民保護対策本部の設置等 

 

１ 市対策本部の設置 

 

旧 新 

 

本
部
員
会
議 

本部長 市民局を所管する副市長 
副本部長 市民局長 

本部員 消防局長 
その他関係局長 

本部派遣職員 関係機関から、本部長が必要に応
じ派遣を要請する者。 

 
 
 

本
部
事
務
局 

事務局長 市民部長 
事務局次長 危機管理担当参事 

総合防災課長 
消防局予防部調整主幹 

事務局員 各部・区本部連絡員 
総合防災課職員 
その他事務局長が指名する職員 
必要に応じ、関係機関が派遣す
る本部連絡員 

本部事務局内には、対策本部設置時に準じ、適宜班  

を設ける。（55ページ参照） 

市警戒本部・第３種配備体制 

対
策
部 

市民局対策部 
（対策部長：市民局長） 
その他関係局・区対策部 
（対策部長：各局・区長） 

消防局 
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(1) 市対策本部の設置の手順 【法第25条、第27条】 

① 市対策本部を設置すべき市の指定の通知 

市長は、内閣総理大臣から、総務大臣（消防庁）及び県知事を通じて市対策本部を設置すべき

市の指定の通知を受ける 

②～⑤  （略） 

⑥ 本部の代替機能の確保 

市役所本庁舎が被災した場合等市対策本部を市役所本庁舎内に設置できない場合には、ポートサ

イドタワー（12階）、若しくは市長が指定する場所に設置する。 

また、市域外への避難が必要で、市域内に市対策本部を設置することができない場合には、知事

と市対策本部の設置場所について協議を行う。 

 

    (2)  （略） 
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(1) 市対策本部の設置の手順 【法第25条、第27条】 

① 市対策本部を設置すべき市の指定の通知 

市長は、内閣総理大臣から、総務大臣（消防庁）及び知事を通じて市対策本部を設置すべき市

の指定の通知を受ける 

②～⑤  （略） 

⑥ 本部の代替機能の確保 

市役所本庁舎が被災した場合等市対策本部を市役所本庁舎内に設置できない場合には、市長が指

定する場所に設置する。 

また、市域外への避難が必要で、市域内に市対策本部を設置することができない場合には、知事

と市対策本部の設置場所について協議を行う。 

 

    (2)  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧 新 
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 (3)  市対策本部等の組織構成及び機能 【法第28条】 

市対策本部等の組織構成及び各組織の機能は、以下のとおりとする。 
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(3)  市対策本部等の組織構成及び機能 【法第28条】 

市対策本部等の組織構成及び各組織の機能は、以下のとおりとする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧 新 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

対
策
部
〔
対
策
部
長
は
（ 

）
の
者
を
も
っ
て
充
て
る
〕 

総務局対策部 
（総務局長） 
企画調整局対策部 
（企画調整局長） 
財政局対策部 
（財政局長） 
市民局対策部 
（市民局長） 
保健福祉局対策部 
（保健福祉局長） 
環境局対策部 
（環境局長） 
経済農政局対策部 
（経済農政局長） 
都市局対策部 
（都市局長） 
建設局対策部 
（建設局長） 
下水道局対策部 
（下水道局長） 
水道局対策部 
（水道局長） 
会計室対策部 
（会計管理者） 
教育委員会事務局対策部 
（教育長） 
選挙管理委員会事務局対策部 
（選挙管理委員会事務局長） 
人事委員会事務局対策部 
（人事委員会事務局長） 
監査委員事務局対策部 
（監査委員事務局長） 
農業委員会事務局対策部 
（農業委員会事務局長） 
議会事務局対策部 
（議会事務局長） 

消防本部・消防署 

 

現地調整所※ 

区国民保護対策本部 
 区対策本部長 区長 

区対策副本部長 区次長 
区本部員 区課長等 

その他の職員 その他の区職員 

 

本
部
事
務
局 

事務局長 市民部長 
事務局次長 危機管理担当参事 

総合防災課長 
消防局予防部調整主幹 

事務局員 〔班長は事務局長が指名する〕 
 統括班 総合防災課職員、各部・区

本部連絡員など 
 安全班 事務局長が指名する職員 
 情報集約班 総合防災課職員、事務局長

が指名する職員 
 広報･報道班 事務局長が指名する職員 

 

本
部
員
会
議 

本部長 市長 

副本部長 副市長 

本部員 総務局長 
企画調整局長 
財政局長 
市民局長 
保健福祉局長 
環境局長 
経済農政局長 
都市局長 
建設局長 
下水道局長 
水道局長 
会計管理者 
教育長 
選挙管理委員会事務局長 
人事委員会事務局長 
監査委員事務局長 
農業委員会事務局長 
議会事務局長 
消防局長（消防長） 

本部派遣職員 
【法第28条第４項】 

関係機関から本部長が派遣
を要請する者 

 

現地対策本部※ 

※必要に応じ、市長が設置 

市国民保護対策本部 

  
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

本
部
事
務
局 

事務局長 市民部長 
事務局次長 危機管理担当参事 

総合防災課長 
消防局予防部調整主幹 

事務局員 各部・区本部連絡員 
総合防災課職員 
その他事務局長が指名する
職員 
必要に応じ、関係機関が派遣
する本部連絡員 

統括班 
安全班 
情報集約班 
広報･報道班 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

市国民保護対策本部 

対
策
部
〔
対
策
部
長
は
（ 

）
の
者
を
も
っ
て
充
て
る
〕 

総務局対策部 
（総務局長） 
総合政策局対策部 
（総合政策局長） 
財政局対策部 
（財政局長） 
市民局対策部 
（市民局長） 
保健福祉局対策部 
（保健福祉局長） 
こども未来局対策部 
（こども未来局長） 
環境局対策部 
（環境局長） 
経済農政局対策部 
（経済農政局長） 
都市局対策部 
（都市局長） 
建設局対策部 
（建設局長） 
水道局対策部 
（水道局長） 
会計室対策部 
（会計管理者） 
教育委員会事務局対策部 
（教育長） 
選挙管理委員会事務局対策部 
（選挙管理委員会事務局長） 
人事委員会事務局対策部 
（人事委員会事務局長） 
監査委員事務局対策部 
（監査委員事務局長） 
農業委員会事務局対策部 
（農業委員会事務局長） 
議会事務局対策部 
（議会事務局長） 

消防局 

 

現地調整所※ 

区国民保護対策本部 
 区対策本部長 区長 

区対策副本部長 区次長 
区本部員 区課長等 

その他の職員 その他の区職員 

 

本
部
員
会
議 

本部長 市長 

副本部長 副市長 

本部員 総務局長 
総合政策局長 
財政局長 
市民局長 
保健福祉局長 
こども未来局長 
環境局長 
経済農政局長 
都市局長 
建設局長 
水道局長 
会計管理者 
教育長 
選挙管理委員会事務局長 
人事委員会事務局長 
監査委員事務局長 
農業委員会事務局長 
議会事務局長 
消防局長 

本部派遣職員 
【法第28条第6項】 

関係機関から本部長が派遣
を要請する者 

 

現地対策本部※ 

※必要に応じ、市長が設置 
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【本部事務局に設ける班とその事務分掌】 

班名 事務分掌 

統括班 

・県及び他の市町村への応援要請及び受入れなど広域応援に関する事項 

・県国民保護対策本部長に対する総合調整の要請等 

・対策本部会議の運営に関する事項 

・本部長の重要な意思決定に係る補佐 

・本部長の決定に基づく各班に対する具体的指示 

・各対策部、消防本部、消防署及び現地対策本部の行う全ての現場活動に関する調整 

・各対策部、消防本部、消防署及び現地対策本部の行う行動計画の調整 

・各対策部、消防本部、消防署及び現地対策本部の使用する装備、資機材、活動拠点、

応援人員等の調整 

・通信回線・通信機器の確保 

・本部員等及び本部事務局職員等の動員時間の管理、庶務的業務 

安全班 ・従事職員の安全状況の監視、安全確保の方策の立案及び実施 

情報集約班 

・以下の情報に関する国、県、他の市町村等関係機関、各対策部、消防本部及び消防署

からの情報収集、整理及び集約 

 ○被災情報 ○避難や救援の実施状況 ○災害への対応状況 

 ○安否情報 ○その他統括班から収集を依頼された情報 

広報・報道班 
・被災状況や市の活動内容の公表、報道機関との連絡調整、広報活動の計画立案及び実

施 

 

【市の各対策部等における武力攻撃事態等における業務】 

組織名称 武力攻撃事態における業務 

総務局対策部 

・ 職員の動員及び配備の総合調整に関すること 

・ 国民の権利利益の救済に係る手続等に関すること 

・ 在日外国人団体との情報連絡及び調整に関すること 

・ 日本語を解さない外国人等の救援等に関すること 

・ 国民保護措置等従事職員の公務災害補償等に関すること 

・ 被災職員の援助に関すること  

・ 本部事務局の協力に関すること など 

企画調整局対策部 
・ 情報収集・提供及び通信に関すること 

・ 本部事務局の協力に関すること など 

財政局対策部 

・ 国民保護関係予算処置に関すること 

・ 市有財産の管理及び被害調査に関すること 

・ 被災者に対する市税の減免措置等の指導及び調整に関すること など 

市民局対策部 

・ 国民の保護に関する総合調整に関すること 

・ 市国民保護対策本部に関すること 

・ 市国民保護対策本部、対策部、消防本部、消防署、区国民保護対策本部、現地対策本部

及び現地調整所との連絡調整に関すること 

・ 県、指定地方行政機関、指定地方公共機関、自衛隊、その他関係機関との連絡調整に関

すること 

・ 特殊標章等の交付等に関すること（消防職員に係るものを除く） 

・ 通信体制の運用、統制に関すること 

・ 住民に対する警報や避難指示等の伝達に関すること 

・ 被災情報及び安否情報の収集・提供に関すること 

・ 救援物資等に関すること 

55 
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【本部事務局に設ける班とその事務分掌】 

班名 事務分掌 

統括班 

・県及び他の市町村への応援要請及び受入れなど広域応援に関する事項 

・県国民保護対策本部長に対する総合調整の要請等 

・対策本部会議の運営に関する事項 

・本部長の重要な意思決定に係る補佐 

・本部長の決定に基づく各班に対する具体的指示 

・各対策部、消防局及び現地対策本部の行う全ての現場活動に関する調整 

・各対策部、消防局及び現地対策本部の行う行動計画の調整 

・各対策部、消防局及び現地対策本部の使用する装備、資機材、活動拠点、応援人員等

の調整 

・通信回線・通信機器の確保 

・本部員等及び本部事務局職員等の動員時間の管理、庶務的業務 

安全班 ・従事職員の安全状況の監視、安全確保の方策の立案及び実施 

情報集約班 

・以下の情報に関する国、県、他の市町村等関係機関、各対策部、消防局等からの情報

収集、整理及び集約 

 ○被災情報 ○避難や救援の実施状況 ○災害への対応状況 

 ○安否情報 ○その他統括班から収集を依頼された情報 

広報・報道班 
・被災状況や市の活動内容の公表、報道機関との連絡調整、広報活動の計画立案及び実

施 

 

【市の各対策部等における武力攻撃事態等における業務】 

組織名称 武力攻撃事態における業務 

総務局対策部 

・職員の動員及び配備の総合調整に関すること 

・国民の権利利益の救済に係る手続等に関すること 

・在日外国人団体との情報連絡及び調整に関すること 

・日本語を解さない外国人等の救援等に関すること 

・国民保護措置等従事職員の公務災害補償等に関すること 

・被災職員の援助に関すること  

・本部事務局の協力に関すること 

・情報収集・提供及び通信に関すること など 

総合政策局対策部 ・本部事務局の協力に関すること など 

財政局対策部 

・国民保護関係予算処置に関すること 

・市有財産の管理及び被害調査に関すること 

・被災者に対する市税の減免措置等の指導及び調整に関すること など 

市民局対策部 

・国民の保護に関する総合調整に関すること 

・市国民保護対策本部に関すること 

・市国民保護対策本部、対策部、消防局、区国民保護対策本部、現地対策本部及び現地調整

所との連絡調整に関すること 

・県、指定地方行政機関、指定公共機関、指定地方公共機関、自衛隊、その他関係機関との

連絡調整に関すること 

・特殊標章等の交付等に関すること（消防職員に係るものを除く） 

・通信体制の運用、統制に関すること 

・住民に対する警報や避難指示等の伝達に関すること 

・災害時要援護者の対策に関すること 

・被災情報及び安否情報の収集・提供に関すること 

旧 新 
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・ 生活関連物資等の価格の動向及び需給の状況に係る調査に関すること など 

保健福祉局対策部 

・ 被災者の医療、助産、救護に関すること 

・ 医療品及び衛生資材等の確保に関すること 

・ 保健衛生・防疫活動に関すること 

・ 市立青葉病院、市立海浜病院の医療及び救援活動に関すること 

・ 飲料水及び食品の衛生に関すること 

・ 死体の処理並びに埋葬及び火葬に関すること 

・ 災害時要援護者の対策に関すること 

・ 赤十字標章等の交付等に関すること 

・ 動物保護等に関すること など 

環境局対策部 

・ 廃棄物処理に関すること 

・ し尿の収集及び処理に関すること 

・ 大気汚染・水質汚濁等の調査及び防止対策に関すること など 

経済農政局対策部 

・ 緊急生活必需物資及び食品等の調達に関すること 

・ 港湾関係機関との連絡調整に関すること 

・ 商工業関係被害調査及び連絡調整に関すること など 

都市局対策部 

・ 応急仮設住宅の建設及び管理に関すること 

・ 市有建築物・公園施設等の応急復旧に関すること 

・ 鉄道、モノレール、バスその他交通関係機関との連絡調整に関すること など 

建設局対策部 

・ 道路の管理に関すること 

・ 緊急輸送路の確保に関すること 

・ 道路・橋梁等の応急復旧に関すること など 

下水道局対策部 
・ 公共下水道の応急復旧に関すること 

・ 下水処理場及びポンプ場等の応急復旧に関すること など 

水道局対策部 
・ 飲料水の確保に関すること 

・ 市水道施設の応急復旧に関すること など 

会計室対策部 
・ 国民保護関係経費の出納に関すること  

・ 他の対策部に対する応援に関すること など 

教育委員会事務局

対策部 

・ 学校施設等の避難所の開設に関すること 

・ 学校施設等の被害調査及び応急復旧に関すること 

・ 文化財の被害調査及び応急復旧に関すること 

・ 児童生徒等の安全、避難等に関すること 

・ 児童生徒等の保健に関すること 

・ 学用品の給与に関すること 

・ 国民保護措置等従事職員の公務災害補償等に関すること 

・ 被災職員の援助に関すること など 

選挙管理委員会事務局 

対策部 

・ 他の対策部に対する応援に関すること 

人事委員会事務局 

対策部 

・ 他の対策部に対する応援に関すること 

監査委員事務局 

対策部 

・ 他の対策部に対する応援に関すること 

農業委員会事務局 

対策部 

・ 他の対策部に対する応援に関すること 

議会事務局対策部 
・ 災害に係る議会活動に関すること 

・ 他の対策部に対する応援に関すること など 

消防本部・消防署 

・ 武力攻撃災害への対処に関すること（救急・救助活動を含む） 

・ 緊急消防援助隊の受入れに関すること 

・ 消防団活動に関すること 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・救援物資等に関すること 

・生活関連物資等の価格の動向及び需給の状況に係る調査に関すること など 

保健福祉局対策部 

・被災者の医療、助産、救護に関すること 

・医療品及び衛生資材等の確保に関すること 

・保健衛生・防疫活動に関すること 

・市立青葉病院、市立海浜病院の医療及び救援活動に関すること 

・飲料水及び食品の衛生に関すること 

・死体の処理並びに埋葬及び火葬に関すること 

・災害時要援護者の対策に関すること 

・社会福祉施設の対策に関すること 

・赤十字標章等の交付等に関すること 

・動物保護等に関すること など 

こども未来局対策部 
・災害時要援護者の対策に関すること 

・社会福祉施設の対策に関すること  など 

環境局対策部 

・廃棄物処理に関すること 

・し尿の収集及び処理に関すること 

・大気汚染・水質汚濁等の調査及び防止対策に関すること など 

経済農政局対策部 

・緊急生活必需物資及び食品等の調達に関すること 

・港湾関係機関との連絡調整に関すること 

・商工業関係被害調査及び連絡調整に関すること など 

都市局対策部 

・応急仮設住宅の建設及び管理に関すること 

・被災市街地の復旧に関すること 

・市有建築物・公園施設等の応急復旧に関すること 

・鉄道、モノレール、バスその他交通関係機関との連絡調整に関すること など 

建設局対策部 

・道路の管理に関すること 

・緊急輸送路の確保に関すること 

・道路・橋梁等の応急復旧に関すること 

・公共下水道の応急復旧に関すること 

・下水処理場及びポンプ場等の応急復旧に関すること など 

水道局対策部 
・飲料水の確保に関すること 

・市水道施設の応急復旧に関すること など 

会計室対策部 
・国民保護関係経費の出納に関すること  

・他の対策部に対する応援に関すること など 

教育委員会事務局

対策部 

・学校施設等の避難所の開設に関すること 

・学校施設等の被害調査及び応急復旧に関すること 

・文化財の被害調査及び応急復旧に関すること 

・児童生徒等の安全、避難等に関すること 

・児童生徒等の保健に関すること 

・学用品の給与に関すること 

・国民保護措置等従事職員の公務災害補償等に関すること 

・被災職員の援助に関すること など 

選挙管理委員会事務局 

対策部 

・他の対策部に対する応援に関すること 

人事委員会事務局 

対策部 

・他の対策部に対する応援に関すること 

監査委員事務局 

対策部 

・他の対策部に対する応援に関すること 

農業委員会事務局 

対策部 

・他の対策部に対する応援に関すること 

議会事務局対策部 ・災害に係る議会活動に関すること 
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・ 生活関連等施設、危険物質等の取扱所の安全対策の支援に関すること 

・ 特殊標章等の交付等に関すること（消防職員のものに限る） 

・ 国民保護措置等従事職員の公務災害補償等に関すること 

・ 被災職員の援助に関すること など 

区国民保護 

対策本部 

・ 区国民保護対策本部に関すること 

・ 警報等の伝達に関すること 

・ 避難所の開設及び管理運営に関すること 

・ 避難者の誘導及び救援に関すること 

・ 被災者に対する市税の減免措置等に関すること  

・ 避難者の医療、助産、救護に関すること など 

 

 

 

 

 

(4)～(6)  （略） 

 

（図表略） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

(7) 市対策本部長の権限 【法第29条】 

 

(8) 市対策本部の廃止 【法第30条】 

 市長は、内閣総理大臣から、総務大臣（消防庁）及び県知事を経由して市対策本部を設置すべき市

の指定の解除の通知を受けたときは、遅滞なく、市対策本部を廃止する。 

 

２ 通信の確保 

 

(1) 情報通信手段の確保 

市は、携帯電話、衛星携帯電話、市の所有する無線通信網、インターネット、ＬＧＷＡＮ（総合行

政ネットワーク）、ＣＨＡＩＮＳ（千葉市行政情報ネットワークシステム）及び加入電話などを活用

し、市対策本部と市現地対策本部、現地調整所、要避難地域、避難先地域等との間で国民保護措置の

実施に必要な情報通信手段を確保する。 
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58 

 

59 
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・他の対策部に対する応援に関すること など 

消防局 

・武力攻撃災害への対処に関すること（救急・救助活動を含む） 

・緊急消防援助隊の受入れに関すること 

・消防団活動に関すること 

・生活関連等施設、危険物質等の取扱所の安全対策の支援に関すること 

・特殊標章等の交付等に関すること（消防職員のものに限る） 

・国民保護措置等従事職員の公務災害補償等に関すること 

・被災職員の援助に関すること など 

区国民保護 

対策本部 

・区国民保護対策本部に関すること 

・警報等の伝達に関すること 

・避難所の開設及び管理運営に関すること 

・避難者の誘導及び救援に関すること 

・被災者に対する市税の減免措置等に関すること  

・避難者の医療、助産、救護に関すること- 

・安否情報の提供に関すること など 

 

(4)～(6)  （略） 

 

（図表略） 

 

(7) 武力攻撃事態等合同対策協議会への参加 

   国の現地対策本部長は、国民保護措置に関する情報を交換し、それぞれの実施する国民保護措置に

ついて相互に協力するため、必要に応じ、関係地方公共団体の国民保護対策本部等と武力攻撃事態等

合同対策協議会を開催することがある。この場合、市対策本部長又は市対策本部長が指名する者が参

加する。 

 

(8) 市対策本部長の権限 【法第29条】 

 

(9) 市対策本部の廃止 【法第30条】 

   市長は、内閣総理大臣から、総務大臣（消防庁）及び知事を経由して市対策本部を設置すべき市の

指定の解除の通知を受けたときは、遅滞なく、市対策本部を廃止する。 

 

２ 通信の確保 

 

(1) 情報通信手段の確保 

市は、携帯電話、衛星携帯電話、市の所有する無線通信網、インターネット、ＬＧＷＡＮ（※）、ＣＨ

ＡＩＮＳ（※）及び加入電話などを活用し、市対策本部と市現地対策本部、現地調整所、要避難地域、

避難先地域等との間で国民保護措置の実施に必要な情報通信手段を確保する。 

※ＬＧＷＡＮ：総合行政ネットワーク（Local Government Wide Area Network）の略称。地方公共団体

の組織内ネットワークを相互に接続し、高度情報流通を可能とする通信ネットワークとし

て整備された行政専用のネットワークのこと。 

※ＣＨＡＩＮＳ：千葉市行政情報ネットワークシステム（Chiba Administrative Information Network 

System）の略称。庁内ネットワークを中核として形成される電子市役所の基盤であり、

市の内外における情報交換、庁内組織の壁を越えた情報共有及び市民、事業者、他自治

体等との協議による質の高い行政運営を実現するための情報基盤として、市の情報化を

推進していく役割を持っている。 
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65 

 

 

(2)～(3)  （略） 

 

第３  関係機関相互の連携 

 

１～５  （略） 

 

６ 市の行う応援等 

 

(1) 他の市町村に対して行う応援等 【法第17条第１項、第19条、施行令第４条】 

①  （略） 

② 他の市町村から国民保護措置に係る事務の委託を受けた場合、市長は、所定の事項を議会に報告

するとともに、市は公示を行い、知事に届け出る。 

 

(2)   （略） 

 

７～８  （略） 

 

第４  警報の伝達、避難住民の誘導等 

 

 １ 警報の伝達等 

 

(1)  （略） 

(2) 警報の内容の伝達方法 

① 警報の内容の伝達方法 【法第47条第２項】 

警報の内容の伝達方法については、当面の間は、現在市が保有する伝達手段に基づき、原則とし

て以下の要領により行う。 

        ア 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認められる地域」に市が含まれる場合 

この場合においては、原則として、同報系防災行政無線で国が定めたサイレンを最大音量で

吹鳴して住民に注意喚起した後、武力攻撃事態等において警報が発令された事実等を周知す

る。 

イ 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認められる地域」に市が含まれない場合 

この場合においては、原則として、サイレンは使用せず、防災行政無線やホームページへ

の掲載をはじめとする手段により、周知を図る。 

なお、市長が特に必要と認める場合には、サイレンを使用して住民に周知を図る。 

 

また、広報車の使用、消防団や自主防災組織による伝達、自治会等への協力依頼などの防災行政

無線による伝達以外の方法も活用する。 

 

（新設） 

 

 

 

 

② 消防機関等及び県警察との連携 【法第47条第３項】 

  市長は、消防機関と連携し、あるいは自主防災組織等の自発的な協力を得ることなどにより、各

世帯等に警報の内容を伝達することができるよう、体制を整備する。 
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(2)～(3)  （略） 

 

第３  関係機関相互の連携 

 

１～５  （略） 

 

６ 市の行う応援等 

 

(1) 他の市町村に対して行う応援等 【法第17条第１項、第19条、施行令第４条】 

①  （略） 

② 他の市町村から国民保護措置に係る事務の委託を受けた場合、市長は、所定の事項を市議会に報

告するとともに、市は公示を行い、知事に届け出る。 

 

(2)   （略） 

 

７～８  （略） 

 

第４  警報の伝達、避難住民の誘導等 

 

 １ 警報の伝達等 

 

(1)   （略） 

(2)  警報の内容の伝達方法 

① 警報の内容の伝達方法 【法第47条第２項】 

警報の内容の伝達方法については、当面の間は、現在市が保有する伝達手段に基づき、原則とし

て以下の要領により行う。 

        ア 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認められる地域」に市が含まれる場合 

この場合においては、原則として、同報系防災行政無線で国が定めたサイレンを最大音量で

吹鳴して住民に注意喚起した後、武力攻撃事態等において警報が発令された事実等を周知す

る。 

イ 「武力攻撃が迫り、又は現に武力攻撃が発生したと認められる地域」に市が含まれない場合 

この場合においては、原則として、サイレンは使用せず、防災行政無線やホームページへ

の掲載をはじめとする手段により、周知を図る。 

なお、市長が特に必要と認める場合には、サイレンを使用して住民に周知を図る。 

 

また、広報車の使用、安全・安心メールの配信、消防団や自主防災組織による伝達、自治会等へ

の協力依頼などの防災行政無線による伝達以外の方法も活用する。 

 

※全国瞬時警報システム（Ｊ－ＡＬＥＲＴ）を用いた場合の対応 

弾道ミサイル攻撃のように対処に時間的余裕がない事態について、全国瞬時警報システム（Ｊ－

ＡＬＥＲＴ）により、瞬時に国から警報の内容が送信されることとなった場合には、消防庁が定め

た方法により防災行政無線等を活用して迅速に住民へ警報を伝達することとする。 

 

② 消防機関等及び県警察との連携 【法第47条第３項】 

市長は、消防機関と連携し、あるいは自主防災組織等の自発的な協力を得ることなどにより、各

世帯等に警報の内容を伝達することができるよう、体制を整備する。 

旧 新 



千葉市国民保護計画 新旧対照表 

３３  

  

頁  頁  

 

 

 

 

 

 

65 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

70 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

71 

 

 

 

この場合において、消防本部及び消防署は保有する車両・装備を有効に活用し、巡回等による伝

達を行うとともに、消防団は、平素からの地域との密接なつながりを活かし、自主防災組織、自治

会や災害時要援護者等への個別の伝達を行うなど、それぞれの特性を活かした効率的な伝達が行な

われるように配意する。 

また、市は、県警察の交番、駐在所、パトカー等の勤務員による拡声機を活用するなどして警報

の内容の伝達が的確かつ迅速に行われるよう、県警察と緊密な連携を図る。 

③ 災害時要援護者等への配慮 

警報の内容の伝達においては、災害時要援護者等に対する伝達に配慮するものとし、具体的には、

災害時要援護者について、防災・福祉部局との連携の下で避難支援プランを活用するなど、迅速に

正しい情報が伝達され、避難などに備えられるような体制の整備に努める。 

④  （略） 

 

(3)  （略） 

 

２ 避難住民の誘導等 

 

(1)  （略） 

 

(2)  避難実施要領の策定・伝達等 【法第61条】 

①～⑤  （略） 

⑥ 避難実施要領の内容の伝達等 

市長は、避難実施要領を策定後、直ちに、その内容を、住民及び関係のある公私の団体に伝達す

る。その際、住民に対しては、迅速な対応が取れるよう、各地域の住民に関係する情報を的確に伝

達するように努める。 

また、市長は、直ちに、その内容を市の他の執行機関、消防長、警察署長、海上保安部長及び自

衛隊地方協力本部長並びにその他の関係機関に通知する。 

さらに、市長は、報道関係者に対して、避難実施要領の内容を提供する。 

 

（図中、「消防長」） 

 

(3) 避難住民の誘導 

① 市長による避難住民の誘導 【法第62条第１項】 

市長は、避難実施要領で定めるところにより、当該市の職員並びに消防長及び消防団長を指揮し、

避難住民を誘導する。その際、避難実施要領の内容に沿って、自治会、町内会、学校、事業所等を

単位として誘導を行う。ただし、緊急の場合には、この限りではない。 

また、市長は、避難実施要領に沿って、避難経路の要所要所に職員を配置して、各種の連絡調整

に当たらせるとともに、行政機関の車両や案内板を配置して、誘導の円滑化を図る。また、職員に

は、住民に対する避難誘導活動への理解や協力を得られるよう、毅然とした態度での活動を徹底さ

せ、防災服、腕章、旗、特殊標章等を携行させる。 

なお、夜間では、暗闇の中における視界の低下により人々の不安も一層高まる傾向にあることか

ら、避難誘導員が、避難経路の要所要所において、夜間照明（投光器具、車のヘッドライト等）を

配備するなど住民の不安軽減のため必要な措置を講ずる。 

② 消防機関の活動 

消防本部及び消防署は、消火活動及び救助・救急活動の状況を勘案しつつ、市長の定める避難実

施要領に基づき、要所に消防車両等を配置し、車載の拡声器を活用する等効果的な誘導を実施する

とともに、自力歩行困難な災害時要援護者の人員運送車両等による運送を行う等保有する装備を有
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この場合において、消防局は保有する車両・装備を有効に活用し、巡回等による伝達を行うとと

もに、消防団は、平素からの地域との密接なつながりを活かし、自主防災組織、自治会や災害時要

援護者等への個別の伝達を行うなど、それぞれの特性を活かした効率的な伝達が行なわれるように

配意する。 

また、市は、県警察の交番、駐在所、パトカー等の勤務員による拡声機を活用するなどして警報

の内容の伝達が的確かつ迅速に行われるよう、県警察と緊密な連携を図る。 

③ 災害時要援護者等への配慮 

警報の内容の伝達においては、市災害時要援護者支援計画に基づき、迅速かつ的確に行うことと

し、避難などに備えられるような体制の整備に努める。 

 

④  （略） 

 

(3)  （略） 

 

２ 避難住民の誘導等 

 

(1)    （略） 

 

(2)  避難実施要領の策定・伝達等 【法第61条】 

①～⑤  （略） 

⑥ 避難実施要領の内容の伝達等 

市長は、避難実施要領を策定後、直ちに、その内容を、住民及び関係のある公私の団体に伝達す

る。その際、住民に対しては、迅速な対応が取れるよう、各地域の住民に関係する情報を的確に伝

達するように努める。 

また、市長は、直ちに、その内容を市の他の執行機関、消防局長、警察署長、海上保安部長及び

自衛隊地方協力本部長並びにその他の関係機関に通知する。 

さらに、市長は、報道関係者に対して、避難実施要領の内容を提供する。 

 

（図中、「消防局長」） 

 

 (3) 避難住民の誘導 

① 市長による避難住民の誘導 【法第62条第１項】 

市長は、避難実施要領で定めるところにより、当該市の職員並びに消防局長及び消防団長を指揮

し、避難住民を誘導する。その際、避難実施要領の内容に沿って、自治会、町内会、学校、事業所

等を単位として誘導を行う。ただし、緊急の場合には、この限りではない。 

また、市長は、避難実施要領に沿って、避難経路の要所要所に職員を配置して、各種の連絡調整

に当たらせるとともに、行政機関の車両や案内板を配置して、誘導の円滑化を図る。また、職員に

は、住民に対する避難誘導活動への理解や協力を得られるよう、毅然とした態度での活動を徹底さ

せ、防災服、腕章、旗、特殊標章等を携行させる。 

なお、夜間では、暗闇の中における視界の低下により人々の不安も一層高まる傾向にあることか

ら、避難誘導員が、避難経路の要所要所において、夜間照明（投光器具、車のヘッドライト等）を

配備するなど住民の不安軽減のため必要な措置を講ずる。 

② 消防機関の活動 

消防局は、消火活動及び救助・救急活動の状況を勘案しつつ、市長の定める避難実施要領に基づ

き、要所に消防車両等を配置し、車載の拡声器を活用する等効果的な誘導を実施するとともに、自

力歩行困難な災害時要援護者の人員運送車両等による運送を行う等保有する装備を有効活用した

旧 新 
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71 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

81 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

効活用した避難住民の誘導を行う。 

消防団は、消火活動及び救助・救急活動について、消防本部及び消防署と連携しつつ、自主防災

組織、自治会等と連携した避難住民の誘導を行うとともに、災害時要援護者に関する情報の確認や

要避難地域内残留者の確認等を担当する等地域とのつながりを活かした活動を行う。 

③～⑤  （略） 

⑥ 災害時要援護者への配慮 

市長は、災害時要援護者の避難を万全に行うため、社会福祉協議会、民生委員、介護保険制度関

係者、障害者団体等と協力して、災害時要援護者への連絡、運送手段の確保を的確に行う。 

 

⑦～⑯  （略） 

 

(4)  （略） 

 

第５  救 援 

 

１～２  （略） 

 

３ 救援の内容 【法第75条、施行令第９条】 

 

(1)～(2)  （略） 

 

(3) 医療の提供及び助産 

①～③  （略） 

④ 後方医療体制の確立 

 ア～ウ  （略） 

エ 市長は、市内の関係機関のみでは十分な医療救護活動が困難と認めるときは、県及び他の市町村

へ医療救護班の派遣、被災地からの搬送患者の受入れ等を要請する。その際、九都県市災害･救急

医療連絡会が定める「広域医療連携マニュアル」や、地域防災計画に記載されている諸協定の活用

に留意する。 

 

(4)～(9)  （略） 

 

４～６  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

72 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

82 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

避難住民の誘導を行う。 

消防団は、消火活動及び救助・救急活動について、消防局と連携しつつ、自主防災組織、自治会

等と連携した避難住民の誘導を行うとともに、災害時要援護者に関する情報の確認や要避難地域内

残留者の確認等を担当する等地域とのつながりを活かした活動を行う。 

③～⑤  （略） 

⑥ 災害時要援護者への配慮 

市長は、災害時要援護者の避難を万全に行うため、社会福祉協議会、民生委員、介護保険制度関

係者、障害者団体等と協力するとともに、市災害時要援護者支援計画に基づく災害時要援護者の類

型等に応じた連絡、運送手段の確保を的確に行う。 

⑦～⑯  （略） 

 

(4)  （略） 

 

第５  救 援 

 

１～２  （略） 

 

３ 救援の内容 【法第75条、施行令第９条】 

 

(1)～(2)  （略） 

 

(3) 医療の提供及び助産 

①～③  （略） 

④ 後方医療体制の確立 

 ア～ウ  （略） 

エ 市長は、市内の関係機関のみでは十分な医療救護活動が困難と認めるときは、県及び他の市町村

へ医療救護班の派遣、被災地からの搬送患者の受入れ等を要請する。なお、その際、市地域防災計

画に記載されている諸協定の活用に留意する。 

 

 

(4)～(9)  （略） 

 

４～６  （略） 
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86 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

87 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６  安否情報の収集・提供 

 

 安否情報の収集、整理及び提供の流れを図示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １  （略） 

 

２ 県に対する報告 【法第94条第１項】 

市は、収集・整理した安否情報を適時に県へ報告する。この場合において、原則として、安否情報省

令第２条に規定する様式第３号に必要事項を記載した書面（電磁的記録を含む。）を、電子メールで県

に送付する。ただし、事態が急迫してこれらの方法によることができない場合は、口頭や電話などでの

報告を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

87 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第６  安否情報の収集・提供 

 

安否情報の収集、整理及び提供の流れを図示する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １  （略） 

 

２ 県に対する報告 【法第94条第１項】 

    市は、収集・整理した安否情報を原則として安否情報システムへの入力により適時に県へ報告する。

なお、安否情報システムが使用不可能な場合は、安否情報省令第２条に規定する様式第３号に必要事項

を記載した書面（電磁的記録を含む。）を、電子メールで県に送付する。ただし、事態が急迫してこれ

らの方法によることができない場合は、口頭や電話などでの報告を行う。 
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１ 避難住民（負傷した住民の同様）
① 氏名
② 出生の年月日
③ 男女の別
④ 住所
⑤ 国籍（日本国籍を有しない者に限る）
⑥ ①～⑤のほか、個人を識別するため
の情報（前各号のいづれかに掲げる情
報が不明である場合において、当該情
報に代えて個人を識別することができる
ものに限る）
⑦ 居所
⑧ 負傷又は疾病の状況
⑨ ⑦及び⑧のほか、連絡先その他安
否の確認に必要と認められる情報

２ 死亡した住民
（上記①～⑥に加えて）
⑩ 死亡の日時、場所及び状況
⑪ 死体の所在

収集項目

住 民

市長

・安否情報の収集・整理
・安否情報の回答
・知事への報告

知事

・安否情報の収集・整理
・安否情報の回答
・総務大臣への報告

知事

・安否情報の収集・整理
・安否情報の回答
・総務大臣への報告

総務大臣（消防庁）

・安否情報の整理
・安否情報の回答

総務大臣（消防庁）

・安否情報の整理
・安否情報の回答

関係機関・避難所等

・関係機関による避難誘導の際
の安否情報の収集

・避難所等における避難住民名簿
等作成

関係機関・避難所等

・関係機関による避難誘導の際
の安否情報の収集

・避難所等における避難住民名簿
等作成

県警察

・警察署等からの安否情報の収集

報告
・メール
・FAX

報告
・メール
・FAX

収集
・メール
・FAX

収集に協力
・メール
・FAX

照会・回答 照会・回答 照会・回答

安否情報収集・整理・提供の流れ 安否情報収集・整理・提供の流れ 

住               民 

市長 

 ・安否情報の収集・整理 

・安否情報の回答 

・知事への報告 

照会・回答 照会・回答 照会・回答 

知事 

 ・安否情報の収集・整理 

・安否情報の回答 

・総務大臣への報告 

総務大臣（消防庁） 

 ・安否情報の整理 

・安否情報の回答 

 

報告 

・システム 

・メール 

・ＦＡＸ 

報告 

・システム 

・メール 

・ＦＡＸ 

収集項目 

 

１ 避難住民（負傷した住民も同様） 

① 氏名 

② フリガナ 

③ 出生の年月日 

④ 男女の別 

⑤ 住所（郵便番号を含む。） 

⑥ 国籍（日本国籍を有しない者に限る。） 

⑦ ①～⑥のほか、個人を識別するための情

報（前各号のいずれかに掲げる情報が不明で

ある場合において、当該情報に代えて個人を

識別することができるものに限る。）  

⑧ 負傷（疾病）の該当 

⑨ 負傷又は疾病の状況 

⑩ 現在の居所 

⑪ 連絡先その他必要情報 

⑫ 親族・同居者への回答の希望 

⑬ 知人への回答の希望 

⑭ 親族・同居者・知人以外の者への回答又は公

表の同意 
 

２ 死亡した住民 

（上記①～⑦に加えて） 

⑧ 死亡の日時、場所及び状況 

⑨ 遺体が安置されている場所 

⑩ 連絡先その他必要情報 

⑪ ①～⑩を親族・同居者・知人以外の者からの

照会に対する回答への同意 
 

関係機関・避難所等 

・関係機関による避難誘導の際

の安否確認の収集 

・避難所等における避難住民名

簿等の作成 

県警察 

・警察署等からの安否情報の収

集 

収集 

・庁内ＬＡＮ 

・メール 

・ＦＡＸ 

収集に協力 

・メール 

・ＦＡＸ 
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①照会をする理由欄において、「その他」として理由を記載する場合は、具体的な理由の記載

を求めるものとし、「安否確認のため」、「取材・報道のため」といった抽象的な記載だけで

は具体性があるとはいえず、安否情報のどの部分をどのような目的に利用するかが明らか

になる程度の記載があることを要する。 

②申請者の確認欄は、回答を行う地方公共団体の長又は総務大臣（消防庁）が記載する欄で

あり、照会をしようとする者に対して行った本人確認方法を記載する。特段の本人確認を

行っていない場合には、空欄とする。 

③備考欄は、回答を行う地方公共団体の長又は総務大臣（消防庁）が記載する欄であり、「窓

口における書面の提出」、「電子メール」、「電話」といった照会方法等を記載する。 

  

頁  頁  

 

88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

89 

 

 

 

 

 

 

89 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 安否情報の照会に対する回答 【法第95条】 

 

 (1) 安否情報の照会の受付 

①  （略） 

② 住民からの安否情報の照会については、原則として市対策本部に設置する対応窓口に、安否情報

省令に規定する様式第４号に必要事項を記載した書面を提出することにより受け付ける。なお、安

否情報の照会に当たっては、本人確認等を行うため、照会者に対し、本人であることを証明する書

類（運転免許証、健康保険の被保険証、外国人登録証明書、住民基本台帳カード等）を照会窓口に

おいて提出又は提示させることとする。 

③  （略） 

 

【安否情報照会書への記入要領】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 (2)～(3)  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

88 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 安否情報の照会に対する回答 【法第95条】 

 

 (1) 安否情報の照会の受付 

①  （略） 

② 住民からの安否情報の照会については、原則として区役所に設置する対応窓口に、安否情報省令

に規定する様式第４号に必要事項を記載した書面を提出することにより受け付ける。なお、安否情

報の照会に当たっては、本人確認等を行うため、照会者に対し、本人であることを証明する書類（運

転免許証、健康保険の被保険証、外国人登録証明書、住民基本台帳カード等）を照会窓口において

提出又は提示させることとする。 

③  （略） 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)～(3)  （略） 
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91 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

92 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 
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頁  頁  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

93 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

100 

 

 

 

 

 

 

 

 

101 

 

101 

 

 

 

 

 

 

 

102 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 日本赤十字社に対する協力 【法第96条第２・３項】 

 

第７  武力攻撃災害への対処 

 

 １～３  （略） 

 

 ４ 応急措置等 

 

(1)  退避の指示 【法第112条】 

①～②  （略） 

③ 退避の指示に伴う措置等 

ア 知事への通知等 

市は、退避の指示を行ったときは、市防災行政無線、広報車等により速やかに住民に伝達する

とともに、放送事業者に対してその内容を連絡する。また、退避の指示の内容等について、知事

に通知を行う。 

退避の必要がなくなったとして、指示を解除した場合も同様に伝達等を行う。 

    イ～エ  （略） 

 ④  （略） 

 

(2) 警戒区域の設定 【法第114条第１項】 

① 警戒区域の決定等 

② 警戒区域の設定に伴う措置等 

ア 警戒区域の設定 

イ～エ  （略） 

③  （略） 

 

(3)  （略） 

 

(4)  消防に関する措置等 

①  （略） 

② 消防機関の活動 【法第97条第７項】 

消防機関は、その施設及び人員を活用して、国民保護法のほか、消防組織法、消防法その他の法

令に基づき、武力攻撃災害から住民を保護するため、消防職団員に危険が及ばないよう、必要な情

報の収集や、汚染防止のための必要な資機材支給など、活動上の安全確保に配慮し、消火活動及び

救助・救急活動等を行い、武力攻撃災害を防除し、及び軽減する。 

この場合において、消防本部及び消防署は、その装備・資機材・人員・技能等を活用し武力攻撃

災害への対処を行うとともに、消防団は、消防長又は消防署長の所轄の下で、消防団が保有する装

89 

 

 

 

 

 

 

 

 

89 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

96 

 

 

 

 

 

 

 

 

97 

 

97 

 

 

 

 

 

 

 

98 

 

 

 

 

 

 

４ 安否情報の公表 

   市は、市域内において収集した安否情報について、安否情報収集の際に、本人や遺族に対し、安否情

報公表に係る意思を確認することとし、公表に同意したものについては、適宜公表を行う。なお、個人

情報保護の観点から、公表する内容は、親族等が本人を特定するのに必要な限度の情報とすることを原

則とする。 

ただし、意識不明で身元の確認ができない者や身元不明の遺体等について、当該安否情報を公表する

ことにより、家族等への情報提供を図る公益上の必要性が高いと判断できる場合においては、上記の例

外とし、身元特定等のため公表を行う。 

 

５ 日本赤十字社に対する協力 【法第96条第２・３項】 

 

第７  武力攻撃災害への対処 

 

 １～３  （略） 

 

４ 応急措置等 

 

(1)  退避の指示 【法第112条】 

①～②  （略） 

③ 退避の指示に伴う措置等 

ア 知事への通知等 

市は、退避の指示を行ったときは、市防災行政無線、安全・安心メール、広報車等により速や

かに住民に伝達するとともに、放送事業者に対してその内容を連絡する。また、退避の指示の内

容等について、知事に通知を行う。 

退避の必要がなくなったとして、指示を解除した場合も同様に伝達等を行う。 

    イ～エ  （略） 

 ④  （略） 

 

(2) 警戒区域の設定 【法第114条第１項】 

① 警戒区域の設定 

② 警戒区域の設定に伴う措置等 

ア 範囲等の決定 

イ～エ  （略） 

③  （略） 

 

(3)  （略） 

 

(4)  消防に関する措置等 

①  （略） 

② 消防機関の活動 【法第97条第７項】 

消防機関は、その施設及び人員を活用して、国民保護法のほか、消防組織法、消防法その他の法

令に基づき、武力攻撃災害から住民を保護するため、消防職団員に危険が及ばないよう、必要な情

報の収集や、汚染防止のための必要な資機材支給など、活動上の安全確保に配慮し、消火活動及び

救助・救急活動等を行い、武力攻撃災害を防除し、及び軽減する。 

この場合において、消防局は、その装備・資機材・人員・技能等を活用し武力攻撃災害への対処

を行うとともに、消防団は、消防局長又は消防署長の所轄の下で、消防団が保有する装備・資機材

旧 新 
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備・資機材等の活動能力に応じ地域の実状に即した活動を行う。 

③～⑤  （略） 

⑥ 消防の相互応援に関する出動 

  市長は、他の被災市町村の長から相互応援協定等に基づく応援要請があった場合及び消防庁長官

による緊急消防援助隊等の出動指示があった場合に伴う消防の応援を迅速かつ円滑に実施するた

めに、武力攻撃災害の発生状況を考慮し、知事との連絡体制を確保するとともに、消防長と連携し、

出動可能な消防部隊の把握を行うなど、消防の応援出動等のための必要な措置を行う。 

⑦  （略） 

⑧ 安全の確保 【法第22条】 

ア～ウ  （略） 

エ 消防団は、施設・装備・資機材及び通常の活動体制を考慮し、災害現場においては、消防本部

及び消防署と連携し、その活動支援を行うなど団員に危険が及ばない範囲に限定して活動する。 

オ 市長及び消防長は、特に現場で活動する消防職団員等に対し、必ず特殊標章等を交付し着用さ

せる。 

 

第８  （略） 

 

第９ 保健衛生の確保その他の措置 

 

１ 保健衛生の確保 

 

(1) 保健衛生対策 

市は、避難先地域において、医師等保健医療関係者による健康相談、指導等を実施する。また、市

は、精神科医等の専門家の協力を得て、被災者の心のケアの問題に対応する。 

さらに、災害時要援護者及びその他特に配慮を要する者の心身双方の健康状態には特段の配慮を行

う。 

 

(2)～(3)  （略） 

 

(4) 飲料水衛生確保対策 

①  （略） 

② 市は、地域防災計画の定めに準じて、市域における飲料水給水体制を整備する。 

③  （略） 

 

(5)～(6)  （略） 

 

２ 廃棄物の処理 

① 廃棄物処理体制の整備 

市は、地域防災計画の定めに準じて、「震災廃棄物対策指針」（平成10年厚生省生活衛生局作成）

及び「千葉市震災廃棄物処理計画」等を参考としつつ、廃棄物処理体制を整備する。 

②  （略） 

 

(2)  （略） 
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103 

 

 

 

 

 

 

 

 

等の活動能力に応じ地域の実状に即した活動を行う。 

③～⑤  （略） 

⑥ 消防の相互応援に関する出動 

  市長は、他の被災市町村の長から相互応援協定等に基づく応援要請があった場合及び消防庁長官

による緊急消防援助隊等の出動指示があった場合に伴う消防の応援を迅速かつ円滑に実施するため

に、武力攻撃災害の発生状況を考慮し、知事との連絡体制を確保するとともに、消防局長と連携し、

出動可能な消防部隊の把握を行うなど、消防の応援出動等のための必要な措置を行う。 

⑦  （略） 

⑧ 安全の確保 【法第22条】 

ア～ウ  （略） 

エ 消防団は、施設・装備・資機材及び通常の活動体制を考慮し、災害現場においては、消防局と

連携し、その活動支援を行うなど団員に危険が及ばない範囲に限定して活動する。 

オ 市長及び消防局長は、特に現場で活動する消防職団員等に対し、必ず特殊標章等を交付し着用

させる。 

 

第８  （略） 

 

第９ 保健衛生の確保その他の措置 

 

１ 保健衛生の確保 

 

(1) 保健衛生対策 

市は、避難先地域において、医師等保健医療関係者による健康相談、指導等を実施する。また、市

は、精神科医等の専門家の協力を得て、被災者の心のケアの問題に対応する。 

さらに、市災害時要援護者支援計画に基づき、災害時要援護者及びその他特に配慮を要する者の心

身双方の健康状態には特段の配慮を行う。 

 

(2)～(3)  （略） 

 

(4) 飲料水衛生確保対策 

①  （略） 

② 市は、市地域防災計画の定めに準じて、市域における飲料水給水体制を整備する。 

③  （略） 

 

(5)～(6)  （略） 

 

２ 廃棄物の処理 

① 廃棄物処理体制の整備 

市は、市地域防災計画の定めに準じて、「震災廃棄物対策指針」（平成10年厚生省生活衛生局作成）

及び「千葉市震災廃棄物処理計画」等を参考としつつ、廃棄物処理体制を整備する。 

②  （略） 

 

(2)  （略） 

 

 

 

旧 新 
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第１０  国民生活の安定に関する措置 

 

１ 生活関連物資等の価格安定 【法第129条】 

市は、武力攻撃事態等において、物価の安定を図り、国民生活との関連性が高い物資若しくは役務又

は国民経済上重要な物資若しくは役務（以下「生活関連物資等」という。）の適切な供給を図るととも

に、価格の高騰や買占め及び売惜しみを防止するため次に掲げる措置を行う。 

・生活関連物資等の価格の高騰、買占め及び売惜しみの防止のための調査や監視を行い、必要に応じ、

関係事業者団体等に対して供給の確保や便乗値上げの防止等の要請等を実施する。 

・生活関連物資等の需給・価格動向について、物価情報ネットワーク（※）等を活用しつつ、必要な

情報共有に努めるとともに、国民への情報提供や相談体制を充実させる。 

※物価情報ネットワーク：インターネットを介して内閣府と地方自治体間及び地方自治体相互間で物価

に関する情報を交換するシステム。物価問題に関する消費者、事業者等の理解

と協力を得て、合理的な消費態度や取引活動等を助長する効果的に実施するこ

とを目的とする。 

 

２～３  （略） 

 

第１１  赤十字標章等及び特殊標章等の交付及び管理 

 

(1)  国民保護法で規定される赤十字標章等及び特殊標章等 【法第157条第１項、第158条第１項】  

    ① 赤十字標章等 

     ア～イ  （略） 

ウ 身分証明書 

第一追加議定書第18条３に定める身分証明書（様式のひな型は112ページのとおり）。 

エ  （略） 

 

（図略） 

 

    ② 特殊標章等 

ア  （略） 

イ 身分証明書 

第一追加議定書第66条３に定める身分証明書（様式のひな型は112ページのとおり）。 

ウ  （略） 

 

（図略） 

 

(2)  （略） 

 

(3)  特殊標章等の交付及び管理 【法第158条第２項】 

   市長及び消防長は、ガイドラインに基づき、具体的な交付要綱を作成した上で、それぞれ以下に

示す職員等に対し、特殊標章等を交付及び使用させる。 

ア 市長 

・市の職員（消防長の所轄の消防職員を除く）で国民保護措置に係る職務を行う者 
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107 

 

第１０  国民生活の安定に関する措置 

 

 

１ 生活関連物資等の価格安定 【法第129条】 

市は、武力攻撃事態等において、物価の安定を図り、国民生活との関連性が高い物資若しくは役務又

は国民経済上重要な物資若しくは役務（以下「生活関連物資等」という。）の適切な供給を図るととも

に、価格の高騰や買占め及び売惜しみを防止するため次に掲げる措置を行う。 

・生活関連物資等の価格の高騰、買占め及び売惜しみの防止のための調査や監視を行い、必要に応じ、

関係事業者団体等に対して供給の確保や便乗値上げの防止等の要請等を実施する。 

・生活関連物資等の需給・価格動向について、物価情報ネットワーク（※）等を活用しつつ、必要な

情報共有に努めるとともに、国民への情報提供や相談体制を充実させる。 

※物価情報ネットワーク：インターネットを介して消費者庁と地方自治体間及び地方自治体相互間で物

価に関する情報を交換するシステム。物価問題に関する消費者、事業者等の理

解と協力を得て、合理的な消費態度や取引活動等を助長する効果的に実施する

ことを目的とする。 

 

２～３  （略） 

 

第１１  赤十字標章等及び特殊標章等の交付及び管理 

 

(1)  国民保護法で規定される赤十字標章等及び特殊標章等 【法第157条第１項、第158条第１項】  

    ① 赤十字標章等 

     ア～イ  （略） 

ウ 身分証明書 

第一追加議定書第18条３に定める身分証明書（様式のひな型は108ページのとおり）。 

エ  （略） 

 

（図略） 

 

    ② 特殊標章等 

ア  （略） 

イ 身分証明書 

第一追加議定書第66条３に定める身分証明書（様式のひな型は108ページのとおり）。 

ウ  （略） 

 

（図略） 

 

(2)  （略） 

 

(3)  特殊標章等の交付及び管理 【法第158条第２項】 

   市長及び消防局長は、ガイドラインに基づき、具体的な交付要綱を作成した上で、それぞれ以下

に示す職員等に対し、特殊標章等を交付及び使用させる。 

ア 市長 

・市の職員（消防局長の所轄の消防職員を除く）で国民保護措置に係る職務を行う者 

旧 新 

市は、武力攻撃事態等においては、水の安定的な供給等を実施することから、国民生活の安定に関

する措置について、以下のとおり定める。 

市は、武力攻撃事態等における国民生活の安定に関する措置等について、以下のとおり定める。 
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・消防団長及び消防団員 

・市長の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

・市長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

イ 消防長 

・消防長の所轄の消防職員で国民保護措置に係る職務を行う者 

・消防長の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

・消防長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

 

(4)  （略） 

 

（図略） 

 

 
（国民保護措置に係る職務等を行う者用の身分証明書のひな型） 

 表面                                                        裏面 

（日本工業規格Ａ7（横74ミリメートル、縦105ミリメートル）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （この証明書を交付等 

する許可権者の名を記 

載するための余白） 

 

身分証明書 
IDENTITY CARD 

  
身長/Height 眼の色/Eyes 頭髪の色/Hair 

 

その他の特徴又は情報/Other distinguishing marks or information: 

 

血液型/Blood type  

国民保護措置に係る職務等を行う者用 
for civil defence personnel 

 
氏名/Name 
 
生年月日/Date of birth  
 

 この証明書の所持者は、次の資格において、１９４９年８月１２日のジュネ

ーヴ諸条約及び１９４９年８月１２日のジュネーヴ諸条約の国際的な武力紛争

の犠牲者の保護に関する追加議定書（議定書Ⅰ）によって保護される。 

The holder of this card is protected by the Geneva Conventions of 12 August 1949 and 

by the Protocol Additional to the Geneva Conventions of 12 August 1949, and relating 

to the Protection of Victims of International Armed Conflicts (Protocol I) in his capacity 

as 

 

 

交付等の年月日/Date of issue        証明書番号/No. of card 

                   許可権者の署名/Signature of issuing authority 

                   

有効期間の満了日/Date of expiry 

 

 

 

有効期間の満了日/Date of expiry 

所持者の写真 

/PHOTO OF HOLDER 

印章/Stamp 所持者の署名/Signature of holder 
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108 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・消防団長及び消防団員 

・市長の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

・市長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

イ 消防局長 

・消防局長の所轄の消防職員で国民保護措置に係る職務を行う者 

・消防局長の委託により国民保護措置に係る業務を行う者 

・消防局長が実施する国民保護措置の実施に必要な援助について協力をする者 

 

(4)  （略） 

 

（図略） 

 

 
（国民保護措置に係る職務等を行う者用の身分証明書のひな型） 

 表面                                                        裏面 

（日本工業規格Ａ7（横74ミリメートル、縦105ミリメートル）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （この証明書を交付等 

する許可権者の名を記 

載するための余白） 

 

身分証明書 
IDENTITY CARD 

  
身長/Height 眼の色/Eyes 頭髪の色/Hair 

 

その他の特徴又は情報/Other distinguishing marks or information: 

 

血液型/Blood type  

国民保護措置に係る職務等を行う者用 
for civil defence personnel 

 
氏名/Name 
 
生年月日/Date of birth  
 

 この証明書の所持者は、次の資格において、１９４９年８月１２日のジュネ

ーヴ諸条約及び１９４９年８月１２日のジュネーヴ諸条約の国際的な武力紛争

の犠牲者の保護に関する追加議定書（議定書Ⅰ）によって保護される。 

The holder of this card is protected by the Geneva Conventions of 12 August 1949 and 

by the Protocol Additional to the Geneva Conventions of 12 August 1949, and relating 

to the Protection of Victims of International Armed Conflicts (Protocol I) in his capacity 

as 

 

 

 

 

交付等の年月日/Date of issue        証明書番号/No. of card 

                   許可権者の署名/Signature of issuing authority 

                   

 

 

有効期間の満了日/Date of expiry 

所持者の写真 

/PHOTO OF HOLDER 

印章/Stamp 所持者の署名/Signature of holder 

旧 新 
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第３編   緊急対処事態への備えと対処 

 

第１章  （略） 

 

第２章  緊急対処事態への対処 

 

第１  初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置 

 

 １ 事態認定前における体制及び初動措置 

 

(1)  （略） 

 

(2)  市警戒本部の設置 

    情報収集の結果、緊急対処事態における災害の発生を推認又は予測しうる情報を把握した場合、

市長は、速やかに県及び県警察に連絡を行い、情報の共有化を図るとともに、市として的確かつ迅

速に対処するため、市警戒本部を設置する。市警戒本部は、個別の事態の状況に応じて市長又は市

民局長が本部長となり、本部長の指名する者をもって本部を構成する。市警戒本部のもと、市民局、

消防本部、消防署及び本部長の指定する局・区等の職員の参集により、事態への対応に当たる。 

 

 

（図表略） 

 

（新設） 
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114 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３編   緊急対処事態への備えと対処 

 

第１章  （略） 

 

第２章  緊急対処事態への対処 

 

第１  初動連絡体制の迅速な確立及び初動措置 

 

 １ 事態認定前における体制及び初動措置 

 

(1)  （略） 

 

(2)  市警戒本部の設置 

    情報収集の結果、緊急対処事態における災害の発生を推認又は予測しうる情報を把握した場合、

市長は、速やかに県及び県警察に連絡を行い、情報の共有化を図るとともに、市として的確かつ迅

速に対処するため、市警戒本部を設置する。市警戒本部は、個別の事態の状況に応じて、第２編第

１章第１の１（２）③（25 ページ）に定める体制をとる。なお、その際においては「武力攻撃事

態等」は「緊急対処事態」と、「市国民保護対策本部体制」は「市緊急対処事態対策本部」と読み

替える。 

 

（図表略） 

 

① 市警戒本部・第２種配備体制 

下記のとおり、市民局長が本部長となり、市警戒本部を設置する。また、本部の指示のもと、市

民局、消防局のほか、関係局・区が各局・区長を対策部長として対策部を設置する。 

 

 

     

      

 

 

                            

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧 新 

 

本
部
員
会
議 

本部長 市民局長 
副本部長 消防局長 

本部員 その他関係局長 

本部派遣職員 関係機関から、本部長が必要に応
じ派遣を要請する者。 

 
 
 

本
部
事
務
局 

事務局長 市民部長 
事務局次長 危機管理担当参事 

総合防災課長 
消防局予防部調整主幹 

事務局員 各部・区本部連絡員 
総合防災課職員 
その他事務局長が指名する職員 
必要に応じ、関係機関が派遣す
る本部連絡員 

本部事務局内には、対策本部設置時に準じ、適宜班  

を設ける。（55ページ参照） 

市警戒本部・第２種配備体制 

対
策
部 

市民局対策部 
（対策部長：市民局長） 
その他関係局・区対策部 
（対策部長：各局・区長） 

消防局 
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118 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)～(4)  （略） 

 

 ２ 市緊急対処事態対策本部体制への移行 

   政府において事態認定が行われ、市に対し、市緊急対処事態対策本部設置の通知があった場合には、

市警戒本部体制等を廃し、直ちに市緊急対処事態対策本部を設置して新たな体制に移行する。 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

第２  （略） 

 

 

 

 

115 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

116 

 

 

 

116 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 市警戒本部・第３種配備体制 

     下記のとおり、市民局を所管する副市長が本部長となり、市警戒本部を設置する。また、本部の

指示のもと、市民局、消防局のほか、関係局・区が各局・区長を対策部長として対策部を設置する。 

 

 

     

      

 

 

                            

 

 

 

 

 

 

  下記のとおり、市長が 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)～(4)  （略） 

 

 ２ 市緊急対処事態対策本部体制への移行 

(1) 市警戒本部体制等の廃止 

     政府において事態認定が行われ、市に対し、市緊急対処事態対策本部設置の通知があった場合に

は、市警戒本部体制等を廃し、直ちに市緊急対処事態対策本部を設置して新たな体制に移行する。 

 

   (2) 市災害対策本部からの移行 

市が、事態を大規模事故として判断し、または多数の人が死傷する行為等の事案に伴い発生した災

害に対処するため、災害対策基本法に基づき市災害対策本部を設置した場合において、その後、政

府において事態認定が行われ、市に対し、市緊急対処事態対策本部設置の通知があった場合には、

市は、直ちに市緊急対処事態対策本部を設置し、市災害対策本部を廃止するものとする。 

     なお、市緊急対処事態対策本部の設置前に災害対策基本法に基づく避難の指示等の措置が講じられ

ている場合には、すでに講じられた措置に代えて、改めて国民保護法に基づく所要の措置を講ずるな

ど必要な調整を行うものとする。 

 

第２  （略） 

 

 

 

 

旧 新 

 

本
部
員
会
議 

本部長 市民局を所管する副市長 
副本部長 市民局長 

本部員 消防局長 
その他関係局長 

本部派遣職員 関係機関から、本部長が必要に応
じ派遣を要請する者。 

 
 
 

本
部
事
務
局 

事務局長 市民部長 
事務局次長 危機管理担当参事 

総合防災課長 
消防局予防部調整主幹 

事務局員 各部・区本部連絡員 
総合防災課職員 
その他事務局長が指名する職員 
必要に応じ、関係機関が派遣す
る本部連絡員 

本部事務局内には、対策本部設置時に準じ、適宜班  

を設ける。（55ページ参照） 

市警戒本部・第３種配備体制 

対
策
部 

市民局対策部 
（対策部長：市民局長） 
その他関係局・区対策部 
（対策部長：各局・区長） 

消防局 
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120 

 

 

 

 

121 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

122 

122 

 

 

 

123 

 

 

 

124 

124 

 

 

 

125 

 

 

 

 

 

 

126 

126 

 

 

 

第３  関係機関相互の連携 

 

１ 初動時における連携の基本モデルと主な役割 

 

(1) 緊急対処事態の認定につながる可能性のある事案（以下、「緊急対処事態認定可能性事案」という。）

発生時の主な関係機関の役割 

 

（表中、「消防本部・消防署」） 

 

 (2) 緊急対処事態認定前後における関係機関連携モデル 

 

（図中、「消防本部・消防署」） 

 

 ※ 「緊急対処事態」の形態は、いわゆるＮＢＣテロや爆発物を使用したテロなど様々であるが、上に示している

連携モデルは、事案発生時の各関係機関との連携のイメージを総括的に図示したものである。 

※ 各関係機関の総合調整は、基本的には現地付近に設置される現地調整所と市役所本庁舎内に設置される市緊急

対処事態対策本部にて行う。 

 

 ２ 使用物質別の相互連携モデルと主な役割 

 

(1)  放射性物質が使用された緊急対処事態認定可能性事案（以下、「放射性物質テロ等」という。） 

① 放射性物質テロ等発生時の主な関係機関の役割 

 

（表中、「消防本部・消防署」） 

 

② 放射性物質テロ等発生時の関係機関連携モデル 

 

（図中、「消防本部・消防署」） 

 

 (2) 生物剤が使用された緊急対処事態認定可能性事案（以下、「生物テロ等」という。） 

① 生物テロ等発生時の主な関係機関の役割 

 

（表中、「消防本部・消防署」） 

 

② 生物テロ等発生時の関係機関連携モデル 

 

（図中、「消防本部・消防署」） 

 

（注）※感染症指定医療機関 ： 平成18年現在、千葉市内では千葉市立青葉病院のみ 

 

 

 (3) 化学剤が使用された緊急対処事態認定可能性事案（以下、「化学テロ等」という。） 

① 化学テロ等発生時の主な関係機関の役割 

 

（表中、「消防本部・消防署」） 

 

 

 

 

 

118 

 

 

 

 

119 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

120 

120 

 

 

 

121 

 

 

 

122 

122 

 

 

 

123 

 

 

 

 

 

 

124 

124 

 

 

 

第３  関係機関相互の連携 

 

１ 初動時における連携の基本モデルと主な役割 

 

(1) 緊急対処事態の認定につながる可能性のある事案（以下「緊急対処事態認定可能性事案」という。）

発生時の主な関係機関の役割 

 

（表中、「消防局」） 

 

(2)  緊急対処事態認定前後における関係機関連携モデル 

 

（図中、「消防局」） 

 

 ※ 「緊急対処事態」の形態は、いわゆるＮＢＣテロや爆発物を使用したテロなど様々であるが、上に示している

連携モデルは、事案発生時の各関係機関との連携のイメージを総括的に図示したものである。 

※ 各関係機関の総合調整は、基本的には現地付近に設置される現地調整所と市緊急対処事態対策本部にて行う。 

 

 

 ２ 使用物質別の相互連携モデルと主な役割 

 

(1)  放射性物質が使用された緊急対処事態認定可能性事案（以下「放射性物質テロ等」という。） 

① 放射性物質テロ等発生時の主な関係機関の役割 

 

（表中、「消防局」） 

 

② 放射性物質テロ等発生時の関係機関連携モデル 

 

（図中、「消防局」） 

 

(2)  生物剤が使用された緊急対処事態認定可能性事案（以下「生物テロ等」という。） 

① 生物テロ等発生時の主な関係機関の役割 

 

（表中、「消防局」） 

 

② 生物テロ等発生時の関係機関連携モデル 

 

（図中、「消防局」） 

 

（注）※感染症指定医療機関 ： 平成22年現在、千葉市内では千葉市立青葉病院と千葉大学医学部附属病院の

み 

 

(3)  化学剤が使用された緊急対処事態認定可能性事案（以下「化学テロ等」という。） 

① 化学テロ等発生時の主な関係機関の役割 

 

（表中、「消防局」） 

 

旧 新 
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127 

 

 

 

128 

128 

 

 

 

129 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

133 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 化学テロ等発生時の関係機関連携モデル 

 

（図中、「消防本部・消防署」） 

 

(4) 爆発物が使用された緊急対処事態認定可能性事案（以下、「爆発物テロ等」という。） 

① 爆発物テロ等発生時の主な関係機関の役割 

 

（表中、「消防本部・消防署」） 

 

② 爆発物テロ等発生時の関係機関連携モデル 

 

（図中、「消防本部・消防署」） 

 

第４  （略） 

 

第４編   復旧等 

 

第１章～第２章  （略） 

 

第３章  国民保護措置等に要した費用の支弁等 

 

 １ 国民保護措置等に要した費用の支弁、国への負担金の請求 

(1) 国に対する負担金の請求方法 【法第168条】 

市は、国民保護措置等の実施に要した費用で市が支弁したものについては、国民保護法により原

則として国が負担することとされていることから、施行令第47条の定めるところにより、国に対し

負担金の請求を行う。 

 

(2)  （略） 

 

２～４  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

125 

 

 

 

126 

126 

 

 

 

127 
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② 化学テロ等発生時の関係機関連携モデル 

 

（図中、「消防局」） 

 

(4) 爆発物が使用された緊急対処事態認定可能性事案（以下「爆発物テロ等」という。） 

① 爆発物テロ等発生時の主な関係機関の役割 

 

（表中、「消防局」） 

 

②  爆発物テロ等発生時の関係機関連携モデル 

 

（図中、「消防局」） 

 

第４  （略） 

 

第４編   復旧等 

 

第１章～第２章  （略） 

 

第３章  国民保護措置等に要した費用の支弁等 

 

 １ 国民保護措置等に要した費用の支弁、国への負担金の請求 

(1) 国に対する負担金の請求方法 【法第168条】 

市は、国民保護措置等の実施に要した費用で市が支弁したものについては、国民保護法により原

則として国が負担することとされていることから、国民保護法施行令第47条の定めるところにより、

国に対し負担金の請求を行う。 

 

(2)  （略） 

 

２～４  （略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

旧 新 
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135 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【参考】 用 語 の 定 義 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

●基本指針 【法第３２条第１項】 

政府が、武力攻撃事態等に備えて国民保護措置の実施に関し、あらかじめ定めた基本的な方針のこと

をいう。平成１７年３月２５日に閣議決定された。 

基本指針に基づいて、指定行政機関、都道府県の国民保護計画及び指定公共機関の国民保護業務計画

が策定される。さらに、都道府県の計画に基づき、市町村の国民保護計画及び指定地方公共機関の国民

保護業務計画が策定される。基本指針は、これらの計画の上位に位置し、指針的な内容が記載されてい

る。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

●災害時要援護者 

本計画においては、災害時要援護者を「災害に対し自分の身体･生命を守るための対応力が不十分な高

齢者、障害者、乳幼児、病弱者、日本語を解さない外国人など」と定義している。国民保護措置等の実

施に当たっては、特段の配慮が必要とされる。 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

●指定行政機関 

内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法、国家行政組織法等で規定する国の行政機関で、政令で定めるも

ので、平成１９年１月現在、内閣府、国家公安委員会、警察庁、金融庁、総務省、消防庁、法務省、公

安調査庁、外務省、財務省、国税庁、文部科学省、文化庁、厚生労働省、農林水産省、林野庁、水産庁、

経済産業省、資源エネルギー庁、中小企業庁、原子力安全・保安院、国土交通省、国土地理院、気象庁、

海上保安庁、環境省、防衛省及び防衛施設庁が指定されている。 

 

●指定公共機関 

独立行政法人、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会その他の公共的機関及び電気、ガス、輸送、

通信その他の公益的事業を営む法人で、政令及び内閣総理大臣公示で指定されている。 

平成１９年１月現在１６０機関が指定されている。 

132 【参考】 用 語 の 定 義 

  

 

 

 ●Ｅｍ－Ｎｅｔ（エム・ネット） ⇒ ●緊急情報ネットワークシステム 

 

 

 

●基本指針 【法第３２条第１項】 

政府が、武力攻撃事態等に備えて国民保護措置の実施に関し、あらかじめ定めた基本的な方針のこと

をいう。平成１７年３月２５日に閣議決定された（最終改正 平成２２年１１月９日）。 

基本指針に基づいて、指定行政機関、都道府県の国民保護計画及び指定公共機関の国民保護業務計画

が策定される。さらに、都道府県の計画に基づき、市町村の国民保護計画及び指定地方公共機関の国民

保護業務計画が策定される。基本指針は、これらの計画の上位に位置し、指針的な内容が記載されてい

る。 

 

 ●緊急情報ネットワークシステム(＝ ●Ｅｍ－Ｎｅｔ（エム・ネット）) 

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）を利用し、国（官邸）と地方公共団体との間で緊急情報の通信

（双方向）を行う仕組みであり、メッセージを強制的に相手側に送信して迅速・確実に緊急を要する情

報等を伝達する。この際、配信先へのアラーム等による注意喚起、メッセージの送達確認、添付資料の

閲覧確認が可能である。 

 

 

   

●災害時要援護者 

本計画においては、災害時要援護者を「災害に対し自分の身体･生命を守るための対応力が不十分な高

齢者、障害者、乳幼児、病弱者、日本語を解さない外国人など」と定義している。国民保護措置等の実

施に当たっては、特段の配慮が必要とされる。 

なお、千葉市では千葉市国民保護計画及び千葉市地域防災計画に包括的に記載された災害時要援護者

支援策を重点的に具体化した千葉市災害時要援護者支援計画を平成２２年３月に策定した。 

 

●Ｊ－ＡＬＥＲＴ（ジェイ・アラート） ⇒ ●全国瞬時警報システム 

 

●事態認定 

  武力攻撃事態、武力攻撃予測事態、又は、緊急対処事態であることを政府が認定することをいう。 

●指定行政機関 

内閣府、宮内庁並びに内閣府設置法、国家行政組織法等で規定する国の行政機関のうち、政令で定め

るもので、平成２２年４月現在、内閣府、国家公安委員会、警察庁、金融庁、消費者庁、総務省、消防

庁、法務省、公安調査庁、外務省、財務省、国税庁、文部科学省、文化庁、厚生労働省、農林水産省、

林野庁、水産庁、経済産業省、資源エネルギー庁、中小企業庁、原子力安全・保安院、国土交通省、国

土地理院、観光庁、気象庁、海上保安庁、環境省及び防衛省が指定されている。 

 

●指定公共機関 

独立行政法人、日本銀行、日本赤十字社、日本放送協会その他の公共的機関及び電気、ガス、輸送、

通信その他の公益的事業を営む法人で、政令及び内閣総理大臣公示で指定されている。 

平成２２年４月現在、１５１機関が指定されている。 
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●指定地方行政機関 

指定行政機関の地方支分部局その他の国の地方行政機関で、政令で定めるものをいう。平成１９年１

月現在、沖縄総合事務局、管区警察局、総合通信局、沖縄総合通信事務所、財務局、税関、沖縄地区税

関、原子力事務所、地方厚生局、都道府県労働局、地方農政局、北海道農政事務所、森林管理局、経済

産業局、産業保安監督部、那覇産業保安監督事務所、地方整備局、北海道開発局、地方運輸局、地方航

空局、航空交通管制部、管区気象台、沖縄気象台、管区海上保安本部、地方環境事務所及び防衛施設局

が指定されている。 

 

●指定地方公共機関 

都道府県の区域において電気、ガス、輸送、通信、医療その他の公益的事業を営む法人、地方道路公

社その他の公共的施設を管理する法人及び地方独立行政法人で、あらかじめ当該法人の意見を聴いて当

該都道府県の知事が指定するものをいう。 

千葉県では平成１９年１月現在、３２事業者を指定している。 

 

●赤十字標章 

ジュネーブ条約第一追加議定書第８条(l)に定められている、白地に赤十字の標章のこと。同議定書に

おいて、医療要員、医療組織等が赤十字標章を使用することにより、敵国の攻撃から保護されることが

定められている。赤十字の標章及び名称等の使用の制限に関する法律（赤十字標章法）にて、赤十字標

章の濫用禁止が定められている。一方、国民保護法第１５７条では、濫用禁止の解除規定として、指定

行政機関の長、都道府県知事又は政令指定都市市長が医療関係者等に対して赤十字標章を交付し使用さ

せることができる旨、定めている。 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

●特殊標章 【法第１５８条】 

ジュネーブ条約第一追加議定書第６６条３に定められている、オレンジ色地に青の正三角形の標章の

こと。同議定書において、文民保護の任務に従事する者が特殊標章を使用することにより、敵国の攻撃

から保護されることが定められている。 

国民保護法第１５８条では、濫用禁止規定を置くとともに、都道府県知事又は政令指定都市市長が国

民保護措置等に係る職務を行う者等に対して特殊標章を交付し使用させることができる旨、定めている。 

 

 

 

●武力攻撃事態対処法 

 

 

 

（略） 

 

●指定地方行政機関 

指定行政機関の地方支分部局その他の国の地方行政機関で、政令で定めるものをいう。平成２２年４

月現在、沖縄総合事務局、管区警察局、総合通信局、沖縄総合通信事務所、財務局、税関、沖縄地区税

関、原子力事務所、地方厚生局、都道府県労働局、地方農政局、北海道農政事務所、森林管理局、経済

産業局、産業保安監督部、那覇産業保安監督事務所、地方整備局、北海道開発局、地方運輸局、地方航

空局、航空交通管制部、管区気象台、沖縄気象台、管区海上保安本部、地方環境事務所及び地方防衛局

が指定されている。 

 

●指定地方公共機関 

都道府県の区域において電気、ガス、輸送、通信、医療その他の公益的事業を営む法人、地方道路公

社その他の公共的施設を管理する法人及び地方独立行政法人で、あらかじめ当該法人の意見を聴いて当

該都道府県の知事が指定するものをいう。 

千葉県では平成２２年４月現在、３２事業者を指定している。 

 

●赤十字標章 

ジュネーヴ諸条約第一追加議定書第８条(l)に定められている、白地に赤十字の標章のこと。同議定書

において、医療要員、医療組織等が赤十字標章を使用することにより、敵国の攻撃から保護されること

が定められている。赤十字の標章及び名称等の使用の制限に関する法律（赤十字標章法）にて、赤十字

標章の濫用禁止が定められている。一方、国民保護法第１５７条では、濫用禁止の解除規定として、指

定行政機関の長、都道府県知事又は政令指定都市市長が医療関係者等に対して赤十字標章を交付し使用

させることができる旨、定めている。 

 

 ●全国瞬時警報システム（＝ ●Ｊ－ＡＬＥＲＴ（ジェイ・アラート）） 

津波警報や緊急地震速報、弾道ミサイル情報など対処に時間的余裕のない緊急情報を通信衛星（地域

衛星通信ネットワーク）を用いて国（消防庁）から送信し、市町村の同報系防災行政無線を自動起動す

るなどして、住民に緊急情報を瞬時に伝達することを可能とするシステムのこと。 

 

 

 

●特殊標章 【法第１５８条】 

ジュネーヴ諸条約第一追加議定書第６６条３に定められている、オレンジ色地に青の正三角形の標章

のこと。同議定書において、文民保護の任務に従事する者が特殊標章を使用することにより、敵国の攻

撃から保護されることが定められている。 

国民保護法第１５８条では、濫用禁止規定を置くとともに、都道府県知事又は政令指定都市市長が国

民保護措置等に係る職務を行う者等に対して特殊標章を交付し使用させることができる旨、定めている。 

 

 

 

 ●武力攻撃事態対処法（＝ ●事態対処法） 

 

 

 

（略） 
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